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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期中、第14期中、第13期および第14期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、１株当たり中

間(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は( )内に各期の平均人員を外数で記載

しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第14期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日

売上高 (千円) 807,590 708,153 972,310 1,415,774 1,398,533

経常利益または 
経常損失(△)

(千円) △131,051 △76,447 200,710 △273,513 △238,411

中間(当期)純利益又は 
純損失(△)

(千円) △264,261 △79,447 205,893 △470,144 △450,274

純資産額 (千円) 1,400,072 1,641,801 2,175,434 1,203,060 1,668,210

総資産額 (千円) 1,794,452 2,961,503 2,947,768 1,534,108 2,758,758

１株当たり純資産額 (円) 23,015.40 23,288.08 21,550.60 19,485.29 20,803.85

１株当たり中間(当期)
純利益金額又は中間 
(当期)純損失金額(△)

(円) △4,507.49 △1,208.13 2,487.96 △7,838.14 △6,490.52

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― 2,256.12 ― ─

自己資本比率 (％) 78.0 55.0 73.6 78.4 60.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △226,505 33,732 92,013 △257,094 △85,018

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △2,236 △416,540 △911,306 △112,693 △693,876

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 107,190 494,455 247,020 241,290 846,183

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 778,248 942,766 241,849 740,589 814,568

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(人)
55
(22)

76
(20)

62
(13)

45
(20)

71
(21)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は( )内に各期の平均人員を外数で記載

しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、第14期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日

売上高 (千円) 526,388 535,528 891,506 1,142,126 1,035,424

経常利益または 
経常損失(△)

(千円) △125,346 △114,474 251,495 △251,819 △219,516

中間(当期)純利益又は 
純損失(△)

(千円) △263,354 △123,615 254,376 △452,998 △437,564

資本金 (千円) 783,900 1,020,350 1,355,265 788,450 1,212,255

発行済株式総数 (株) 63,880 71,730 102,550 64,790 81,550

純資産額 (千円) 1,398,282 1,601,916 2,211,853 1,217,778 1,669,125

総資産額 (千円) 1,626,399 2,893,687 2,943,768 1,554,759 2,721,151

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 86.0 55.2 74.9 78.3 61.2

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(人)
46
(22)

48
(17)

42
(13)

42
(16)

47
(17)



２ 【事業の内容】 

当社の関係会社は、当社（デザインエクスチェンジ株式会社）、子会社６社により構成されておりま

す。 

  

当中間連結会計期間における当社グループ（当社および連結子会社）の事業関係を図示すると、次のと

おりであります。 

 

  

なお、当中間連結会計期間における当社グループ（当社および連結子会社）の事業区分は以下のとおり

であります。 

 
(注) １ 主たる事業欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 当社出資比率の[ ]内は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による出資

比率であります。 

会社名 主たる事業
当社出資比率

(％)
当社との関係

デザインエクスチェンジ株
式会社（当社）

デザイン事
業

Webコマース事業
サービス事業 
プロダクト事業 
システムインテグレーション事業 
千社貼札事業

─ ─

飲食事業

DEX IMAGE PTE LTD
デザイン事
業

Webコマース事業 100.0 連結子会社

DEXインベストメント株式
会社 (注)２

デザイン事
業

投資事業 100.0 連結子会社

DEX Asia Limited
モバイルコ
ンテンツ事
業

アジア地域での関連会社の管理・
統括

100.0 連結子会社

Star Port Holdings 
Corp．

モバイルコ
ンテンツ事
業

Beijing Lele Interactive
Science and Technology 
Co．,Ltd.の中間持株会社

100.0 連結子会社

星港世紀科技有限公司
モバイルコ
ンテンツ事
業

Beijing Lele Interactive
Science and Technology 
Co．,Ltd.の中間持株会社

100.0 連結子会社

Beijing Lele 
Interactive Science 
and Technology 
Co．,Ltd.

モバイルコ
ンテンツ事
業

携帯電話向けコンテンツの配信
─

[100.0]
連結子会社



３ 【関係会社の状況】 

前連結会計年度まで連結子会社であったイメージワークス株式会社は、同社役員が当社を退職したこと

にともない、緊密者等を通じた株式の間接所有関係が解消されたことにより、当中間連結会計期間におい

て連結の範囲から除外しております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員は正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は( )内に各期の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

３ 前連結会計年度末から従業員数が9名減少した主な理由は、イメージワークス株式会社を連結の範囲から除

外したこと、および退職による自然減によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 従業員は正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は( )内に各期の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には労働組合（デザインエクスチェンジ労働組合）が組織されております。なお、労使関係は円

満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

デザイン事業 32( 4)

モバイルコンテンツ事業 19(─)

飲食事業 7( 9)

全社(共通) 4(─)

合計 62(13)

従業員数(人) 42(13)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当中間連結会計期間のわが国経済は、多くの企業が過去最高益を更新し、また日経平均株価も上昇ペー

スを持続いたしました。しかしながら、年金記録問題等を発端として政局が混乱するなど、年度後半に向

け安定的な成長に不安を残す結果となりました。 

このような事業環境のなか、当中間連結会計期間の当社グループは以下の基本４戦略に沿って、Webコ

マース事業への集中と事業再編の積極推進により、さらなる成長に向けて活動してまいりました。 

(1）Webコマース事業への集中 ～デザインのポータル戦略～ 

(2）事業ポートフォリオの再編 ～経営効率・合理化の徹底追求～ 

(3）グローバル戦略の本格始動 ～事業領域の「地域的」拡大～ 

(4）新規事業分野の獲得 ～事業領域の「質的」拡大～ 

  

(デザイン事業) 

Webコマース事業は、デザインのポータルサイト「DEX WEB（www.dex.ne.jp）」を運営しております。

当中間連結会計期間については、有料会員の新規獲得および海外代理店とのクロスライセンス取引におけ

る新規契約に関しては進捗が計画を下回った一方、販売の主力であるプロ向けストックフォトコーナーを

全面リニューアルし、本年４月に「DEX Creative」として立ち上げました。また、引き続きSEO・SEMなど

のWebマーケティングや、ダウンロードコンテンツの新規開発・調達に注力いたしました。これらの結

果、当事業の売上高は318百万円（前年同期比40.1％増）となりました。 

サービス事業については、デザイン制作受託・コンテンツライセンス案件の受注が順調に推移したほ

か、携帯電話機メーカーへのライセンス案件についても積極的な営業を展開した結果、当事業の売上高は

111百万円（前年同期比3.2％増）となりました。 

プロダクト事業については、㈱イーフロンティアとの業務提携推進のほか、昨年受注したDEX IMAGEタ

イトルの大口取引の納品が確定したことから、当事業の売上高は327百万円（前年同期比236.9％増）と大

幅な増加となりました。 

また、これまでWebコマース事業用に開発して来た自社のシステム資産を同業他社等へ提案・販売する

事業について、当期よりシステムインテグレーション事業として新たに区分いたしました。当中間連結会

計期間は、Eコマースサイトにおけるコンテンツ・商品検索のためのキーワード作成システムの先行受注

が成約し、当事業の売上高は16百万円となりました。 

千社貼札事業については、当期より㈱ななせとの協業による自動印刷機の全国展開を開始し、当事業の

売上高は23百万円となりました。 

これらにより、デザイン事業については、売上高797百万円（前年同期比84.4％増）、営業利益385百万

円（前年同期は営業損失15百万円）を計上いたしました。 

  

(モバイルコンテンツ事業) 

中国市場でアフェリエイト・ネットワークを活用したコンテンツ・プロバイダへの送客事業を展開して

いるBeijing Lele Interactive Science and Technology Co., Ltd.（以下Lele）において、引き続き新

規会員の獲得のためのマーケティングや、新規コンテンツの拡充等の施策を進めましたが、新規参入企業

の影響による競争激化などを受け、売上高は計画を下回りました。この結果、当事業の売上高は75百万円

（前年同期比56.2％減）となり、のれんの償却も含め営業損失は51百万円（前年同期は営業利益41百万



円）となりました。 

  

(飲食事業) 

飲食事業については、タリーズコーヒーのフランチャイズ４店舗を運営しており、売上高は99百万円

（前年同期比3.8％減）、営業利益は11百万円（前年同期比21.3％減）となりました。 

  

これらにより、グループ全体の業績については、売上高972百万円（前年同期比37.3％増）、売上総利

益645百万円（前年同期比65.8％増）となりました。 

販売費及び一般管理費については、前期に不稼動固定資産の除却を実施したこと等により減価償却費が

前年同期と比較して19百万円減少したなどの結果、販売費及び一般管理費は431百万円（前年同期比5.6％

減）となり、これらにより営業利益は213百万円（前年同期は営業損失68百万円）、経常利益は200百万円

（前年同期は経常損失76百万円）となりました。 

さらに、法人税、住民税及び事業税などを加減算した結果、中間純利益は205百万円（前年同期は中間

純損失79百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、仮払金の増減額392百万円および税金等調整前中間純利益213百万円な

どと、子会社DEXインベストメント㈱における営業投資有価証券の増減額△300百万円および仮受金の増

減額△276百万円などとの差引により、営業活動によるキャッシュ・フローは92百万円となりました

（前年同期は33百万円）。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、千社貼札事業に係る自動印刷機取得および前渡金支払等の有形固定資

産の取得による支出△470百万円および黒澤コンテンツに関するリメイク等窓口権の長期前払費用の取

得による支出△400百万円などにより、投資活動によるキャッシュ・フローは△911百万円となりました

（前年同期は△416百万円）。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、新株予約権行使に伴う株式の発行による収入285百万円などと、金融

機関への長期借入金の返済による支出△41百万円などとの差引により、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは247百万円となりました（前年同期は494百万円）。 

  

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ572百

万円減少し、241百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ デザイン事業およびモバイルコンテンツ事業における生産実績は、製造原価で表示しております。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであり

ます。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

３ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における、主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売

実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

デザイン事業 88,537 △8.3

モバイルコンテンツ事業 70,696 38.1

合計 159,234 7.8

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

デザイン事業 797,203 13.2 ─ ─

合計 797,203 13.2 ─ ─

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

デザイン事業 797,203 84.4

モバイルコンテンツ事業 99,643 △42.1

飲食事業 75,463 △27.1

合計 972,310 37.3

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

相手先 金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社バリアスラボラ
トリーズ

─ ─ 269,999 27.7

株式会社NowLoading ─ ─ 104,761 10.7

ユーシーカード株式会社 87,182 12.3 81,445 8.3

Zhang Shangtong 86,529 12.2 898 0.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

(1）当社が扱う素材の大部分は、外部の著作権者からライセンスまたは、著作権譲渡を受けたものであ

り、デザイン事業の個々の取引にて、以下の契約を締結しております。 

(契約書の種類) 

１．DesignEXchangeコンテンツライブラリー基本契約書 

２．DesignEXchangeコンテンツライブラリー個別契約書 

     ①著作権譲渡 

     ②一括払いライセンス 

     ③ライセンス 

     ④パッケージ用ロイヤリティー覚書 

３．商品化ライセンス契約書 

４．制作委嘱契約書 

５．業務委託契約書 

  

(2）業務提携に関する契約 

 
  

契約締結先 契約日 契約期間 内容

株式会社新進商会 平成15年11月１日
１年間
（自動継続）

株式会社新進商会に対し、当社製品の管理と物流業
務の業務委託、受注業務の業務委託、請求業務の業
務委託を行うことを目的としております。

株式会社アイシーピー 平成16年６月４日 ─

今後同社による継続的な当社株式の保有を含め、両
社が安定的な資本政策のもとで当社の企業価値増大
に向けた協力関係を構築して行くことを目的として
おります。

株式会社産業構造総合
研究所

平成18年９月20日 ─

同社の保有する業界横断的なリサーチを核とするマ
ーケティング・ノウハウや最先端のビジネス動向な
どのナレッジ・マネジメントを利用し、当社の企業
価値増大に向けた協力関係を構築して行くことを目
的としております。

株式会社黒澤プロダク
ション

平成19年４月25日 ─

当社が、黒澤コンテンツのリメイク取りまとめの窓
口権、および「AK 100 Project」に関わるイベント
全般の窓口権を取得するとともに、これらの事業化
に向けて両社が協力関係を構築して行くことを目的
としております。



(3）フランチャイズ契約 

 
  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社および連結子会社)の研究開発活動は、デザイン事業を担当するマーケティングセー

ルスグループを中心に実施しており、具体的な研究成果については、Webコマース事業を中核とした各商

品・サービスにおけるマーケティング・企画、新規ブランドの開発、およびプロダクトの製品企画などに

おいて利用されております。 

当中間連結会計期間における研究開発費としては、当該部門の研究開発活動に係る人件費等7,068千円

を計上しております。 

なお、モバイルコンテンツ事業および飲食事業につきましては、研究開発費は発生しておりません。 

  

契約締結先 契約日 契約期間 内容

タリーズコーヒージャ
パン株式会社

平成12年３月21日
５年間
（自動継続）

「タリーズコーヒー日本橋三越前店」に対し、タリ
ーズコーヒージャパン株式会社が指導援助及び商品
提供等による管理運営を行うことを目的としており
ます。

平成13年２月23日
５年間
（自動継続）

「タリーズコーヒー日本橋３丁目店」に対し、タリ
ーズコーヒージャパン株式会社が指導援助及び商品
提供等による管理運営を行うことを目的としており
ます。

平成13年３月31日
５年間
（自動継続）

「タリーズコーヒー新宿センタービル店」に対し、
タリーズコーヒージャパン株式会社が指導援助及び
商品提供等による管理運営を行うことを目的として
おります。

平成14年２月22日
５年間
（自動継続）

「タリーズコーヒー川崎ソリッドスクエア店」に対
し、タリーズコーヒージャパン株式会社が指導援助
及び商品提供等による管理運営を行うことを目的と
しております。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社は前連結会計年度に引き続いてデザインコンテンツの獲得および

Webコマース事業用設備のソフトウェア・ハードウェア両面における拡張を行いました。また、千社貼札

事業用の自動印刷機を購入いたしました。 

  

(1) 提出会社 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 金額は減価償却後の帳簿価額によります。なお、金額には消費税は含めておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、商標権および電話加入権であります。 

３ デザイン事業のWebコマース事業用システムのソフトウェアは、インターネット上でのダウンロード販売を

行うためのシステム構築に係る支出であります。 

４ デザイン事業のデザインコンテンツは、Webコマースサイト上でのダウンロード販売、OEMライセンス、プロ

ダクト等での販売用の素材の調達に係る支出であります。 

５ 従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に平均人員を外数で記載して

おります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額
従業
員数 
(名)建物

(千円)

工具器具
備品 
(千円)

建設仮勘
定 

(千円)

ソフト
ウェア
(千円)

コンテン
ツ 

(千円)

その他 
 

(千円)

合計 
 

(千円)

本社 
（東京都目黒
区）

デザイン事
業

3,040 3,560 ─ 325 ─ 3,838 10,763
35
(4)

Webコマー
ス 事 業 用
システム

─ 16,607 ─ 39,128 ─ ─ 55,736 ─

デ ザ イ ン
コ ン テ ン
ツ

─ ─ ─ ─ 111,278 ─ 111,278 ─

千 社 貼 札
自 動 印 刷
機

─ 150,270 305,077 ─ ─ ─ 455,347 ─

タリーズコーヒ
ー日本橋三越前
店 
（東京都中央
区）

飲食事業 店舗 6,329 754 ─ ─ ─ ─ 7,083
2
(2)

タリーズコーヒ
ー日本橋３丁目
店 
（東京都中央
区）

飲食事業 店舗 6,454 1,728 ― ─ ─ ─ 8,182
2
(2)

タリーズコーヒ
ー新宿センター
ビル店 
（東京都新宿
区）

飲食事業 店舗 8,383 1,420 ― ─ ─ ─ 9,803
2
(4)

タリーズコーヒ
ー川崎ソリッド
スクエア店 
（神奈川県川崎
市幸区）

飲食事業 店舗 17,076 1,993 ― ─ ─ ─ 19,069
1
(1)



(2) 在外子会社 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 金額は減価償却後の帳簿価額によります。なお、金額には消費税等は含めておりません。 

２ 従業員数は各期の正社員数および契約社員数であり、臨時雇用者数は( )内に各期の平均人員を外数で記載

しております。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等において、重要な変更はありません。また、新

たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

会社名 事業所名(所在地)
事業の種類別
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額
従業員数
(名)工具器具備品

(千円)
合計 
(千円)

Bejing Lele 
Interactive 
Science and 
Technology 
Co.,Ltd．

本社 
（中華人民共和
国）

モバイルコンテ
ンツ事業

開発設備等 12,000 12,000
19 
(─)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 「提出日現在発行数」には、平成19年９月１日から当半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 326,200

計 326,200

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 102,550 120,550
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 102,550 120,550 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

① 平成15年３月28日定時株主総会決議 

  

 
(注) 行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けたものが、権利行使時においても、当社の取締役および従業員ならびに当社子会社

の取締役および従業員であることを要する。 

(2) 対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合も後記(4)に掲げる

新株予約権割当に関する契約に定める条件による。 

(3) 新株予約権の質入、その他の処分は認めない。 

(4) その他の条件については、当社と付与者との間で個別に締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

  

中間会計期間末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 2 2

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 20 20

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき10,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年３月29日
至 平成22年３月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

１株につき
発行価格  10,000 
資本組入額  5,000

      同左

新株予約権の行使の条件 (注) 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
取締役会の承認を要する

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

           ─            ─



② 平成16年３月30日定時株主総会決議 

  

 
(注) 行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けたものが、権利行使時においても、当社の取締役および従業員であることを要す

る。 

(2) 対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合も後記(4)に掲げる

新株予約権割当に関する契約に定める条件による。 

(3) 新株予約権の質入、その他の処分は認めない。 

(4) その他の条件については、当社と付与者との間で個別に締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

  

中間会計期間末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 83 83

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 830 830

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき32,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年３月31日
至 平成23年３月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

１株につき
発行価格  32,000 
資本組入額 16,000

同左

新株予約権の行使の条件 (注) 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
取締役会の承認を要する

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─



③ 平成19年３月29日定時株主総会決議 

  

 
（注） 行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けたものが、権利行使時においても、当社の取締役であることを要する。 

(2) 新株予約権の質入、その他の処分は認めない。 

(3) その他の条件については、当社と付与者との間で個別に締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

  

中間会計期間末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数（個） 350 300

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,500 3,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき23,159 同左

新株予約権の行使期間
自 平成21年４月11日
至 平成29年４月10日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

１株につき
発行価格  23,259 
資本組入額 11,630

同左

新株予約権の行使の条件 （注） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
取締役会の承認を要する

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─



④ 平成19年４月20日取締役会決議 

  

 
(注) 行使の条件 

(1) 本件新株予約権の行使は１新株予約権単位(新株予約権１個)で行うものとし、各新株予約権の一部行使は認

められないものとする。 

(2) 権利者が１個または複数の本件新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行され

る株式数は整数(会社が単元株制度を導入した場合には、一単元の株式数の整数倍)でなければならず、１株

(会社が単元制度を導入した場合は一単元の株式数)未満の部分については株式は割り当てられないものとす

る。 

(3) 権利者は、行使しようとする日の前日までに会社の指定する行使請求書を会社に提出した場合に限り、本件

新株予約権を行使することが出来るものとする。 

  

中間会計期間末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 3,900 2,100

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 39,000 21,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき13,500 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年５月11日
至 平成21年５月10日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

１株につき
発行価格  13,620 
資本組入額  6,810

    同左

新株予約権の行使の条件 (注) 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
取締役会の承認を要する

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

     ─      ─



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) ISGR１号投資事業組合による新株予約権の行使による増加であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年５月29日 
(注)

10,000 91,550 68,100 1,280,355 68,100 1,010,855

平成19年５月31日 
(注)

5,000 96,550 34,050 1,314,405 34,050 1,044,905

平成19年６月20日 
(注)

6,000 102,550 40,860 1,355,265 40,860 1,085,765



(5) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を四捨五入しております。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が45株(議決権45個)含まれてお

ります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社アイシーピー 東京都千代田区西神田２-５-８ 12,000 11.70

SCD Swiss Content & Design 
Holding GmbH 
(常任代理人 大和証券エスエム
ビーシー株式会社)

東京都千代田区丸の内１-８-１ 6,800 6.63

ISGR1号投資事業組合 
業務執行組合員 株式会社産業
構造総合研究所

東京都港区新橋６-９-４ 6,000 5.85

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 4,005 3.91

稲井田 安史 東京都港区 2,900 2.83

デザインエクスチェンジ株式会
社

東京都目黒区上目黒２-９-35 1,838 1.79

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１-４ 1,456 1.42

藤井 健之 神奈川県鎌倉市 1,277 1.25

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２-４-６ 1,202 1.17

ドイチェバンクアーゲーロンド
ン610 
(常任代理人 ドイツ証券株式会
社)

東京都千代田区永田町２-11-１ 1,156 1.13

計 ― 38,634 37.67

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 1,838

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 100,712 100,712 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 102,550 ― ―

総株主の議決権 ― 100,712 ―



② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  

 
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

デザインエクスチェンジ 
株式会社

東京都目黒区上目黒 
二丁目９番35号

1,838 ─ 1,838 1.79

計 ― 1,838 ─ 1,838 1.79

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 39,000 32,800 26,810 19,200 24,300 25,000

最低(円) 31,550 27,310 19,090 13,000 15,430 17,700

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

辞任 取締役 石澤 一未 平成19年８月29日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年

６月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。また、当中間連結会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月

30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人ウィングパートナーズにより中間監

査を受けております。 

  

３ 会計監査人の交代について 

当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

第14期中間財務諸表（連結・個別）の監査   新日本監査法人 

第15期中間財務諸表（連結・個別）の監査   監査法人ウィングパートナーズ 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※２ 1,000,308 311,903 912,331

２ 受取手形及び売掛金 316,827 215,828 255,897

３ 営業投資有価証券  － 300,000 －

４ たな卸資産 22,007 9,993 11,821

５ 短期貸付金 － 155,659 146,654

６ 繰延税金資産 2,760 － －

７ 仮払金 ※３ － － 391,351

８ その他 121,694 84,094 42,171

貸倒引当金 △3,845 △54,566 △65,336

流動資産合計 1,459,751 49.3 1,022,912 34.7 1,694,890 61.4

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 工具器具備品 － 188,333 －

(2) 建設仮勘定 － 305,077 －

(3) その他 － 101,210 41,282 534,693 － 82,706

２ 無形固定資産

(1) のれん 1,130,737 699,014 717,571

(2) ソフトウェア 90,210 39,454 45,227

(3) コンテンツ 71,081 110,812 100,548

(4) その他 5,861 1,297,891 3,838 853,119 3,897 867,245

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 12,099 1,821 1,900

(2) 差入保証金 70,812 123,185 100,812

(3) 長期前払費用 － 400,000 －

(4) その他 15,214 9,599 2,631

貸倒引当金 △6,832 91,294 △6,586 528,019 △2,606 102,737

固定資産合計 1,490,396 50.3 1,915,833 65.0 1,052,688 38.2

Ⅲ 繰延資産 11,355 0.4 9,022 0.3 11,179 0.4

資産合計 2,961,503 100.0 2,947,768 100.0 2,758,758 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 47,242 43,535 37,073

２ 短期借入金 ※２ 132,000 61,580 85,104

３ 未払金 720,281 547,201 500,060

４ 未払法人税等 5,492 19,135 8,035

５ 仮受金 ※３ － － 276,501

６ 返品調整引当金 2,985 7,818 2,134

７ 企業買収関連損失 

  引当金
－ 26,611 34,891

８ その他 6,925 19,438 12,444

流動負債合計 914,927 30.9 725,320 24.6 956,245 34.6

Ⅱ 固定負債

１ 社債 40,000 30,000 35,000

２ 長期借入金 ※２ － － 20,528

３ 長期未払金 350,620 － 62,644

４ 繰延税金負債 686 152 419

５ 退職給付引当金 13,467 16,860 15,710

固定負債合計 404,774 13.7 47,013 1.6 134,302 4.9

負債合計 1,319,702 44.6 772,334 26.2 1,090,547 39.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 1,020,350 34.5 1,355,265 46.0 1,212,255 43.9

２ 資本剰余金 1,474,028 49.8 1,808,943 61.3 1,665,933 60.4

３ 利益剰余金 △823,407 △27.8 △988,340 △33.5 △1,194,233 △43.3

４ 自己株式 △42,989 △1.5 △42,989 △1.5 △42,989 △1.5

株主資本合計 1,627,981 55.0 2,132,878 72.3 1,640,964 59.5

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 

  評価差額金
△197 △0.0 △78 △0.0 － －

２ 為替換算調整勘定 △133 △0.0 37,604 1.3 17,352 0.6

評価・換算差額等合計 △330 △0.0 37,525 1.3 17,352 0.6

Ⅲ 新株予約権 5,470 0.1 5,030 0.2 2,620 0.1

Ⅳ 少数株主持分 8,680 0.3 － － 7,273 0.3

純資産合計 1,641,801 55.4 2,175,434 73.8 1,668,210 60.5

負債純資産合計 2,961,503 100.0 2,947,768 100.0 2,758,758 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 708,153 100.0 972,310 100.0 1,398,533 100.0

Ⅱ 売上原価 318,916 45.0 326,997 33.6 735,683 52.6

売上総利益 389,237 55.0 645,312 66.4 662,849 47.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１,

２
457,259 64.6 431,769 44.4 866,117 61.9

営業利益 － － 213,542 22.0 － －

営業損失 68,021 9.6 － － 203,268 14.5

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 188 1,152 1,820

２ 有価証券売却益 － 4,526 1,708

３ 雑収入 145 333 0.0 86 5,765 0.6 524 4,054 0.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 757 926 1,587

２ 為替差損 4,757 14,911 20,509

３ 開発費償却 399 － 799

４ 新株発行費償却 2,455 － －

５ 株式交付費償却 － 2,360 5,307

６ 社債発行費償却 258 258 516

７ 投資分配損 － － 10,160

８ 雑損失 131 8,759 1.2 140 18,597 2.0 315 39,197 2.8

経常利益 － － 200,710 20.6 － －

経常損失 76,447 10.8 － － 238,411 17.1



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅵ 特別利益

１ 貸倒引当金戻入益 － 10,339 －

２ 新株予約権戻入益 － 2,620 －

３ 関係会社株式売却益 3,560 － 3,560

４ 保険解約益 2,616 6,176 0.9 － 12,959 1.3 2,616 6,176 0.5

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産除却損 ※４ 7,775 509 76,534

２ 投資有価証券評価損 － － 235

３ 企業買収関連損失 ※３ － 7,775 1.1 － 509 0.0 136,354 213,124 15.2

税金等調整前 

中間純利益
－ － 213,160 21.9 － －

税金等調整前 

中間(当期)純損失
78,045 11.0 － － 445,359 31.8

法人税、住民税及び 

事業税
2,140 4,960 4,567

法人税等調整額 2,019 4,160 0.6 △266 4,693 0.5 4,513 9,080 0.7

少数株主利益 － － 2,572 0.2 － －

少数株主損失 2,758 0.4 － － 4,165 0.3

中間純利益 － － 205,893 21.2 － －

中間(当期)純損失 79,447 11.2 － － 450,274 32.2



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日 残高(千円) 788,450 1,231,710 △743,959 △71,291 1,204,909

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行(千円) 231,900 231,900 463,800

 中間純損失(△)(千円) △79,447 △79,447

 自己株式の処分(千円) 10,418 28,301 38,720

 株主資本以外の項目の中間連結
 会計期間中の変動額(純額)(千円)

－

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

231,900 242,318 △79,447 28,301 423,072

平成18年６月30日 残高(千円) 1,020,350 1,474,028 △823,407 △42,989 1,627,981

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日 残高(千円) 39 △1,887 △1,848 － － 1,203,060

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行(千円) － 463,800

 中間純損失(△)(千円) － △79,447

 自己株式の処分(千円) － 38,720

 株主資本以外の項目の中間連結
 会計期間中の変動額(純額)(千円)

△236 1,753 1,517 5,470 8,680 15,668

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△236 1,753 1,517 5,470 8,680 438,740

平成18年６月30日 残高(千円) △197 △133 △330 5,470 8,680 1,641,801



当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日 残高(千円) 1,212,255 1,665,933 △1,194,233 △42,989 1,640,964

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行(千円) 143,010 143,010 286,020

 中間純利益(千円) 205,893 205,893

 株主資本以外の項目の中間連結
 会計期間中の変動額(純額)(千円)

－

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

143,010 143,010 205,893 － 491,913

平成19年６月30日 残高(千円) 1,355,265 1,808,943 △988,340 △42,989 2,132,878

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日 残高(千円) － 17,352 17,352 2,620 7,273 1,668,210

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行(千円) － 286,020

 中間純利益(千円) － 205,893

 株主資本以外の項目の中間連結
 会計期間中の変動額(純額)(千円)

△78 20,252 20,173 2,410 △7,273 15,309

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△78 20,252 20,173 2,410 △7,273 507,223

平成19年６月30日 残高(千円) △78 37,604 37,525 5,030 － 2,175,434



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日 残高(千円) 788,450 1,231,710 △743,959 △71,291 1,204,909

連結会計年度中の変動額

 新株の発行(千円) 423,805 423,805 847,610

 当期純損失(△)(千円) △450,274 △450,274

 自己株式の処分(千円) 10,418 28,301 38,720

 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額(純額)(千円)

－

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

423,805 434,223 △450,274 28,301 436,055

平成18年12月31日 残高(千円) 1,212,255 1,665,933 △1,194,233 △42,989 1,640,964

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日 残高(千円) 39 △1,887 △1,848 － － 1,203,060

連結会計年度中の変動額

 新株の発行(千円) － 847,610

 当期純損失(△)(千円) － △450,274

 自己株式の処分(千円) － 38,720

 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額(純額)(千円)

△39 19,239 19,200 2,620 7,273 29,094

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△39 19,239 19,200 2,620 7,273 465,150

平成18年12月31日 残高(千円) － 17,352 17,352 2,620 7,273 1,668,210



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間純利益 － 213,160 －

２ 税金等調整前 
  中間(当期)純損失

△78,045 － △445,359

３ 減価償却費 54,534 61,284 107,630

４ 貸倒引当金の増減額 688 △6,832 59,058

５ 退職給付引当金の増減額 △671 1,150 1,570

６ 返品調整引当金の増減額 △6,398 5,683 △7,248

７ 事業損失引当金の増減額 △458 － △458

８ 企業買収関連損失引当金 
  の増減額

－ △8,279 34,891

９ 受取利息及び受取配当金 △44 △1,152 △1,820

10 有価証券売却益 － △4,526 －

11 支払利息 1,848 926 1,587

12 為替差損益 2,845 14,707 21,855

13 株式報酬費用 － 350 －

14 株式交付費償却 － 2,360 －

15 社債発行費償却 － 258 －

16 のれん償却額 9,501 18,557 24,743

17 新株予約権戻入益 － △2,620 －

18 投資分配損 － － 10,160

19 投資有価証券評価損 － － 235

20 関係会社株式売却益 △3,560 － △3,560

21 固定資産除却損 7,775 509 76,534

22 売上債権の増減額 28,254 42,641 95,624

23 たな卸資産の増減額 52,597 1,827 62,784

24 営業投資有価証券 
  の増減額

－ △300,000 －

25 仕入債務の増減額 △17,067 6,324 △27,874

26 未収消費税等の増減額 8,957 17 8,951

27 未払消費税等の増減額 2,686 11,751 2,250

28 仮払金の増減額 － 392,829 △450,911

29 仮受金の増減額 － △276,788 333,000

30 その他 △16,947 △74,562 19,040

小計 46,497 99,579 △77,311

31 利息及び配当金の受取額 44 1,106 1,792

32 利息の支払額 △744 △1,022 △1,610

33 損害賠償和解金の支払額 △3,318 － △3,318

34 法人税等の支払額 △8,745 △7,650 △4,571

営業活動による 
キャッシュ・フロー

33,732 92,013 △85,018



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 定期預金の預入による 
  支出

△5,605 △38,100 △45,800

２ 定期預金の払戻による 
  収入

－ 65,855 －

３ 有価証券の取得による 
  支出

－ △152,490 －

４ 有価証券の売却による 
  収入

－ 157,016 －

５ 有形固定資産の取得に 
  よる支出

△2,370 △470,113 △5,437

６ 有形固定資産の除却に 
  伴う支出

△7,506 △493 △7,506

７ 無形固定資産の取得に 
  よる支出

△27,214 △49,888 △103,204

８ 関係会社株式の取得に 
  よる支出

△461,246 － △530,460

９ 関係会社株式の売却に 
  よる収入

15,000 － 15,000

10 長期前払費用の取得 
  による支出

－ △400,000 －

11 保証金の差入による支出 △720 △30,000 △30,720

12 保証金の返還による収入 73,124 6,906 73,124

13 貸付による支出 － － △58,872

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△416,540 △911,306 △693,876

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増減額 2,000 △2,000 3,000

２ 長期借入による収入 － 5,000 －

３ 長期借入金の返済 
  による支出

－ △41,218 △27,368

４ 社債の償還による支出 △5,000 △5,000 △10,000

５ 株式の発行による収入 453,265 285,558 832,761

６ 新株予約権の発行に 
  よる収入

5,470 4,680 9,070

７ 自己株式の処分による 
  収入

38,720 － 38,720

財務活動による 
キャッシュ・フロー

494,455 247,020 846,183

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

1,506 5,700 6,689

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

113,154 △566,573 73,978

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

740,589 814,568 740,589

Ⅶ 連結子会社取得に伴う現金 
  及び現金同等物の増加額

89,022 － －

Ⅷ 連結子会社除外に伴う現金 
  及び現金同等物の減少額

－ △6,145 －

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

942,766 241,849 814,568



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 継続企業の前提に関する重要な
疑義を抱かせる事象又は状況が存
在する旨及びその内容

  当社グループは、前連結会計年
度に引き続き、当中間連結会計
期間においても、68百万円の営
業損失および79百万円の中間純
損失を計上しております。

２ 継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在する旨

  当該状況により、当社グループ
は「継続企業の前提に関する開
示について」(日本公認会計士
協会監査委員会報告第74号)に
基づき、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在していると
判断しております。

３ 当該事象又は状況を解消又は大
幅に改善するための経営者の対応
及び経営計画の内容

  営業損失および中間純損失とな
った主な要因として、プロダク
ト事業について、流通形態の転
換に伴う素材集パッケージソフ
ト市場全体の縮小が予想以上に
速く進展しており、同事業の抜
本的な再構築を目的として、本
年３月付で㈱イーフロンティア
と業務提携の拡充を締結し、パ
ッケージソフトの製造・販売業
務の同社への移管を進めてまい
りましたが、提携内容の詳細に
関する調整が長引いたことによ
り、上期に計上を予定していた
パッケージ化許諾料の一部の計
上が下期にずれ込みました。ま
た、この業務移管の進捗が遅れ
た影響により、上期に予定して
いたDEX IMAGEタイトル等のパ
ッケージソフトの拡販施策の実
施が下期にずれ込みました。

  さらに、Webコマース事業につ
いて、前期以前よりユーザビリ
ティ向上・新規サービス投入を
目的とした新システムの開発と
コマース・サイトのリニューア
ルを進めてまいりましたが、シ
ステム開発の進捗が遅延し、結
果として当中間連結会計期間中
に新規サービスが実施出来ませ
んでした。

  これらにより、売上高が計画を
達成出来ず、結果として営業損
失および中間純損失を計上する
に至りました。当社グループ
は、当該状況を解消すべく経営
の再構築を進めており、当連結
会計年度における対応策は以下
のとおりです。

1．継続企業の前提に関する重要な
疑義を抱かせる事象又は状況が存
在する旨及びその内容

  当社グループは、前連結会計年
度において、203百万円の営業
損失および450百万円の当期純
損失を計上いたしました。当中
間連結会計期間においては、昨
年の営業努力により受注獲得し
たDEX IMAGEプロダクトの大口
取引などにより、213百万円の
営業利益および205百万円の中
間純利益を計上いたしました
が、収益体制を確実に定着させ
るため、今後の業績推移も見極
めつつ経営課題に対処する必要
があると考えております。

2．継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在する旨

  当該状況により、当社グループ
は「継続企業の前提に関する開
示について」（日本公認会計士
協会監査委員会報告第74号）に
基づき、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在していると
判断しております。

3．当該事象又は状況を解消又は大
幅に改善するための経営者の対応
及び経営計画の内容

  収益体制の確実な定着に向け、
当社グループは以下を対処すべ
き主な課題と認識しておりま
す。

 ①Webコマース事業
  コマースサイトにおけるデザイ

ンコンテンツの配信事業は、競
合他社との販売競争が激化して
おります。当中間連結会計期間
においては、販売の主力である
プロ向けストックフォトコーナ
ーを全面リニューアルし、本年
４月に「DEX Creative」として
立ち上げるなど、マーケティン
グ面における収益改善施策を実
施した一方、有料会員の新規獲
得および海外代理店とのクロス
ライセンス取引における新規契
約に関しては、進捗が計画を下
回りました。

 ②モバイルコンテンツ事業
  Beijing  Lele  Interactive 

Science and Technology Co., 
Ltd.（以下Lele）が中国で展開
しているモバイルコンテンツ事
業についても、新規参入企業の
影響による競争激化を受け売上
が計画を達成出来ませんでし
た。

  当社グループは、これら課題へ
対処するため経営の再構築を進
めており、平成19年連結会計年
度における経営計画は以下のと
おりです。

1．継続企業の前提に関する重要な
疑義を抱かせる事象又は状況が存
在する旨及びその内容
 当社グループは、前連結会計年
度に引き続き、当連結会計年度
においても、203百万円の営業
損失および450百万円の当期純
損失を計上しております。

2．継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在する旨
 当該状況により、当社グループ
は「継続企業の前提に関する開
示について」（日本公認会計士
協会監査委員会報告第74号）に
基づき、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在していると
判断しております。

3．当該事象又は状況を解消又は大
幅に改善するための経営者の対応
及び経営計画の内容
 当連結会計年度において営業損
失および当期純損失となった主
な要因は以下のとおりでありま
す。

①Webコマース事業
 Webコマース事業においては、
これまで会員数の増大および一
人あたり売上単価の向上を目的
として、システム開発、コマー
スサイトのデザイン変更を進め
てまいりましたが、平成18年に
コマースサイト・トップページ
のリニューアルおよび検索機能
の一部強化を実施したものの、
部分的な機能改善に止まり、売
上増加に対する効果は限定的な
ものに終わりました。また、新
規ダウンロードコンテンツの開
発・市場投入が第３四半期以降
にずれ込み、これらの結果、売
上高が目標を下回りました。

②プロダクト事業
 流通形態の転換に伴う素材集パ
ッケージソフト市場全体の縮小
が急速に進展しており、同事業
の抜本的な再構築を目的とし
て、平成18年３月付で㈱イーフ
ロンティアと業務提携の拡充を
締結し、パッケージソフトの製
造・物流・販売業務の同社への
移管を進めてまいりました。し
かし、提携内容の詳細に関する
調整が長引き業務移管の進捗が
遅れた影響により、DEX IMAGE
タイトル等のパッケージソフト
の拡販施策の実施が第４四半期
にずれ込み、結果として売上高
が目標を大きく下回りました。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 ①Webコマース事業
  ユーザビリティ向上・新規サー

ビス投入を目的とした新システ
ムの開発とコマース・サイトの
リニューアルを進め、平成18年
７月にサイトデザインの全面リ
ニューアルを完了いたしまし
た。また、現在コマース・サイ
ト上での画像検索の機能強化を
進めており、当第４四半期にお
いて実装を完了する予定です。
これらコマース・サイトのリニ
ューアル・機能強化に加え、新
規コンテンツの調達・開発にお
ける予算・人員を増強してお
り、これら施策により会員数の
増大および一人あたり売上単価
の向上を図ってまいります。

 ②プロダクト事業
  本年３月に締結した㈱イーフロ

ンティアとの業務提携拡充によ
り、同社の持つ高い営業力とブ
ランド力を活用した販売展開に
よる販売量増加と安定収益確保
を図るとともに、製作・流通・
管理コストの削減と今後発生し
得る在庫リスクの低減を図りま
す。さらに、イーフロンティア
への移管以外の販売施策とし
て、年末に向け、DEX IMAGEタ
イトル等のパッケージソフトに
ついての集中的な拡販を実施い
たします。パッケージソフト流
通における拡販のほか、写真素
材の需要が見込める企業・学校
等に対しても直接の営業提案を
行うことにより、売上の拡大を
行ってまいります。

 ③モバイル事業
  本年４月において中国のモバイ

ルコンテンツ・プロバイダーで
あるBeijing Lele Interactive 
Science  and  Technology 
Co.,Ltd.(以下Leleという)の子
会社化により、当社の保有する
膨大な画像コンテンツをLeleに
提供することによりLeleのプロ
ダクト・レンジを広げるなど、
既存事業とモバイル事業のシナ
ジーを追求してまいります。

 ④営業費用
  販売費及び一般管理費について

も、プロダクト事業における販
売管理コストの低減のほか、本
社事務所賃借の一部解約による
支払家賃の減少などによって、
さらなるコスト削減を進めてま
いります。

  これらの結果として、当社グル
ープは、当中間連結会計期間に
おいて前年同期と比較して営業
赤字の削減を達成しており、当
連結会計年度通年での営業利益
の黒字化を目指しております。

 ①Webコマース事業
  本年４月に、プロ向けストック

フォトコーナーをリニューアル
し新たに「DEX Creative」とし
て立ち上げましたが、これに続
い て、下 期 に お い て「DEX 
WEB」全体のリニューアルを計
画しております。サイト・シス
テム両面の全面改修を実施する
予定であり、さらなる検索性の
向上・ユーザビリティの強化を
図ります。 
また、ダウンロードコンテンツ
については、自社ブランドであ
るDEX IMAGEコンテンツを定期
的に開発・市場投入するととも
に、国内外でコマースサイトを
運営する企業とのクロスライセ
ンスについても、契約先の拡大
を図ってまいります。 
さらに、下期より、高品質・高
価格のコンテンツを取り扱うRM
（ライツ・マネージド）市場に
本格的に参入いたします。RM
は、これまでの販売形態である
RF（ロイヤリティ・フリー）と
は異なり、使用履歴が管理され
たコンテンツを顧客の注文に応
じて販売するもので、RFに続く
新たな事業の柱へと成長させる
計画であります。

 ②モバイルコンテンツ事業
  Leleが保有するブランドイメー

ジや既得会員など後発企業に先
行する利点を最大限に活用し、
他社との差別化を図ってまいり
ます。 
また、従来からのモバイルコン
テンツサイトに加え、保険分野
などモバイル以外の送客事業へ
のサービス拡大を図るほか、シ
ステムインテグレーション事業
など、当社の既存事業とのシナ
ジーを追求してまいります。 
さらに、親会社から派遣する常
駐社員を増強し、同社の経営管
理の強化を図ります。

 ③営業費用
  売上拡大のための各種施策に加

え、積極的なシステム化を通じ
た社内業務体制のさらなる効率
化を図り、費用の効率的な配分
に留意してまいります。

4．中間連結財務諸表は継続企業を
前提として作成されており、この
ような重要な疑義の影響を中間連
結財務諸表には反映していない旨

  中間連結財務諸表は継続企業を
前提として作成されており、こ
のような重要な疑義の影響を中
間連結財務諸表には反映してお
りません。

③モバイルコンテンツ事業
 Beijing  Lele  Interactive 
Science and Technology Co., 
Ltd.（以下、Lele）において、
第３四半期以降主要な携帯電話
キャリアが大幅な政策転換をし
たことにより、新規会員向けの
コマースサイト試用期間が延長
されたことなどから、売上高が
当初計画を下回りました。 
以上により、売上高が計画を達
成できず営業損失を計上したこ
と に 加 え、中 国 の Tianjin 
Century  Communication 
Technology  Co.,  Ltd.および
Guangzhou  Yeahcom 
Communication  Technology 
Co., Ltd.の買収取止め等に要
した費用136百万円、および不
稼動となったWebシステム固定
資産の除却損76百万円などを特
別損失に計上したことなどによ
り、当期純損失を計上するに至
りました。

 当社グループは、当該状況を解
消すべく経営の再構築を進めて
おり、平成19年連結会計年度に
おける対応策は以下のとおりで
す。

①Webコマース事業
 当社は平成18年度に実施したコ
マースサイト・トップページの
デザインリニューアルおよび検
索機能の一部強化に加え、平成
19年度においては、４月を目処
としてコマースサイト全体のデ
ザインリニューアル、および検
索機能のさらなる充実を計画し
ており、これらにより会員数の
増大および一人あたり売上単価
の向上を図ってまいります。ま
た、新規ダウンロードコンテン
ツについても、自社ブランドで
あるDEX IMAGEコンテンツを定
期的に開発・市場投入するほ
か、国内外でコマースサイトを
運営する企業との提携を強化
し、当社コンテンツのライセン
ス提供・他社コンテンツのライ
センス購入のクロスライセン
ス・フローを通じて、効率的な
売上拡大を図ってまいります。

②プロダクト事業
 平成18年３月に締結した㈱イー
フロンティアとの業務提携拡充
により、同社の持つ高い営業力
とブランド力を活用した販売展
開による販売量増加と安定収益
確保、および今後発生し得る在
庫リスクの低減を図るととも
に、平成19年度においては社内
における製造・流通・販売コス
トの大幅な削減を見込んでおり
ます。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 ⑤資金計画
  「重要な後発事象 １」に記載

のとおり、BBMFグループに付与
していた新株予約権については
取締役会において消却を決議い
たしました。このため、当初当
該新株予約権行使による資金を
充当することを予定して本年４
月に子会社化した Leleの株式
取得対価のうち、当中間連結会
計期間末現在未払となっている
979百万円については、株式会
社産業構造総合研究所に付与す
る新株予約権(「重要な後発事
象 ２」参照)の行使による資金
を充当する予定であり、また、
同じく当該新株予約権行使によ
る資金を充当することを予定し
て取得した Tianjin  Century 
Communication  Technology 
Co.,Ltd.(株式取得価額約15億
円)およびGuangzhou  Yeahcom 
Communication  Technology 
Co.,Ltd.(株式取得価額約20億
円)については、株式売買契約
の契約解消に向けて交渉中であ
ります(「重要な後発事象 ３」
参照)。

４ 中間連結財務諸表は継続企業を
前提として作成されており、この
ような重要な疑義の影響を中間連
結財務諸表には反映していない旨

  中間連結財務諸表は継続企業を
前提として作成されており、こ
のような重要な疑義の影響を中
間連結財務諸表には反映してお
りません。

────── ③モバイルコンテンツ事業
 中国市場においてアフェリエイ
ト・ネットワークを活用したコ
ンテンツ・プロバイダへの送客
事業を展開しているLeleについ
ては、従来からの携帯コンテン
ツサイトに加え、書籍・Eコマ
ースサイトへの送客事業等のサ
ービス拡大を推進してまいりま
す。また、当社の保有する膨大
な画像コンテンツをLeleに提供
することにより同社のプロダク
ト・レンジを広げるなど、既存
事業とモバイルコンテンツ事業
のシナジーを追求してまいりま
す。

④営業費用
 売上拡大のための各種施策に加
え、当社では、営業費用削減を
目的として、平成19年度第１四
半期においてアルバイト・派遣
社員を中心とした10名程度の人
員削減を実施する予定でありま
す。これにより、業務体制のさ
らなる効率化を図り、収益性を
向上させてまいります。 
これらの結果として、当社グル
ープは、平成19年連結会計年度
での営業利益および当期純利益
の黒字化を目指しております。

⑤資金計画
 BBMFグループに付与していた新
株予約権については当社取締役
会決議に基づき、平成18年10月
２日に消却いたしました。平成
18年４月に子会社化したLeleの
株式取得対価については、当初
当該新株予約権行使による資金
を充当することを予定しており
ましたが、当連結会計年度にお
いて２度に亘って買収価格の引
き下げを行い、当連結会計年度
末現在未払となっている443百
万円については、ISGR１号投資
事業組合に付与した新株予約権
の行使による資金を充当する等
により支払う予定であります。

4．連結財務諸表は継続企業を前提
として作成されており、このよう
な重要な疑義の影響を連結財務諸
表には反映していない旨 
 連結財務諸表は継続企業を前提
として作成されており、このよ
うな重要な疑義の影響を連結財
務諸表には反映しておりませ
ん。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 ６社

 連結子会社名

 DEX IMAGE PTE LTD

 DEXインベストメント㈱

 イメージワークス㈱

 Star Port Holdings Corp.

 星港世紀科技有限公司

 Beijing Lele Interactive 

  Science and Technology 

  Co., Ltd.

(1) 連結子会社の数 ６社

 連結子会社名

 DEX Asia Limited

 Star Port Holdings Corp.

 Beijing Lele Interactive 

  Science and Technology 

  Co., Ltd.

 星港世紀科技有限公司

 DEXインベストメント㈱

 DEX IMAGE PTE LTD

(1)連結子会社の数 ７社 

 連結子会社名

 DEX Asia Limited

 Beijing Lele Interactive 

  Science and Technology 

  Co., Ltd.

 Star Port Holdings Corp.

 星港世紀科技有限公司

 DEXインベストメント㈱

 イメージワークス㈱

 DEX IMAGE PTE LTD

上 記 の う ち、Star  Port 

Holdings  Corp.について

は、株式取得により当中間

連結会計期間において連結

の範囲に含めております。

また、星港世紀科技有限公

司、およびBeijing  Lele 

Interactive Science and 

Technology Co., Ltd.につ

い て は、Star  Port 

Holdings Corp.の株式を取

得したことにより、当中間

連結会計期間において連結

の範囲に含めております。

なお、イメージワークス㈱

については、当中間連結会

計期間においてDEXイメー

ジ㈱から社名変更しており

ます。

前連結会計年度まで連結子

会社であったイメージワー

クス㈱は、同社役員が当社

を退職したことにともな

い、緊密者等を通じた株式

の間接所有関係が解消され

たことにより、当中間連結

会計期間において連結の範

囲から除外しております。

上 記 の う ち、Star  Port 

Holdings  Corp.について

は、株式取得により当連結

会計年度において連結の範

囲に含めております。ま

た、星港世紀科技有限公司

お よ び Beijing  Lele 

Interactive Science and 

Technology Co., Ltd.につ

い て は、Star  Port 

Holdings Corp.の株式を取

得したことにより、当連結

会計年度において連結の範

囲に含めております。DEX 

Asia Limitedは、当連結会

計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含

めております。なお、イメ

ージワークス㈱について

は、当連結会計年度におい

てDEXイメージ㈱から社名

変更しております。

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

  該当事項はありませ

ん。

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

同左

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

同左

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用の関連会社

の数

  該当事項はありませ

ん。

(1) 持分法適用の関連会社

の数

同左

(1) 持分法適用の関連会社

の数

同左

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社

  該当事項はありませ

ん。

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社

同左

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社

同左

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

全ての連結子会社の中間決

算日は、中間連結決算日と

一致しております。

同左 全ての連結子会社の事業年

度の末日は、連結決算日と

一致しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は総平均法

により算定)

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は総平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    総平均法による原

価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

 ②たな卸資産

  製品・商品

   総平均法による原価

法

 ②たな卸資産

  製品・商品

同左

 ②たな卸資産

  製品・商品

同左

  仕掛品

   個別法による原価法

  仕掛品

同左

  仕掛品

同左

  貯蔵品

   最終仕入原価法

  貯蔵品

同左

  貯蔵品

同左

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

  当社及び国内連結子会

社は定率法(ただし、

平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物

附属設備を除く)につ

いては定額法)によ

り、在外連結子会社は

定額法によっておりま

す。

  なお、当社及び国内連

結子会社についての耐

用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっておりま

す。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

  当社及び国内連結子会

社は定率法(ただし、

平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物

附属設備を除く)につ

いては定額法)によ

り、在外連結子会社は

定額法によっておりま

す。

  なお、当社及び国内連

結子会社についての耐

用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっておりま

す。

  また、平成19年度の法

人税法の改正にともな

い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固

定資産については、改

正法人税法に規定する

償却方法により減価償

却費を計上しておりま

す。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

  当社及び国内連結子会

社は定率法(ただし、

平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物

附属設備を除く)につ

いては定額法)によ

り、在外連結子会社は

定額法によっておりま

す。

  なお、当社及び国内連

結子会社についての耐

用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっておりま

す。

 ②無形固定資産

  商標権

   定額法(10年)

 ②無形固定資産

  商標権

同左

 ②無形固定資産

  商標権

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

  ソフトウェア

   自社利用目的のソフ

トウェアについては

社内における見込利

用可能期間(５年)に

基づく定額法

  ソフトウェア

同左

  ソフトウェア

同左

  コンテンツ

   定額法(３年)

   連結子会社１社につ

いては、定額法(４

年)

  コンテンツ

同左

  コンテンツ

同左

 ③長期前払費用

  定額法

 ③長期前払費用

同左

 ③長期前払費用

同左

 ④少額減価償却資産

  当社及び国内連結子会

社は、取得価額が10万

円以上20万円未満の資

産については３年間の

均等償却

 ④少額減価償却資産

同左

 ④少額減価償却資産

同左

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左

 ②退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務(期末自己都合

退 職 金 要 支 給 額 の

100％)の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。

 ②退職給付引当金

同左

 ②退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、期末自己都

合退職金要支給額を退

職給付債務として計上

しております。

 ③返品調整引当金

  製品の返品による損失

に備えるため、返品予

測高に対する売買利益

相当額を計上しており

ます。

 ③返品調整引当金

同左

 ③返品調整引当金

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 ④ ──────  ④企業買収関連損失引当

金

  企業買収の取止め等に

よる損失に備えるた

め、将来負担すること

が見込まれる損失額を

計上しております。

 ④企業買収関連損失引当

金

同左

(ニ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産及び負債、

並びに収益及び費用

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は純

資産の部における為替

換算調整勘定に含めて

おります。

(ニ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

同左

(ニ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、換算差額は損益と

して処理しておりま

す。なお、在外子会社

等の資産及び負債、並

びに収益及び費用は、

決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部

における為替換算調整

勘定に含めておりま

す。

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ヘ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

  消費税等の会計処理

   税抜方式によってお

ります。また、中間

連結貸借対照表上は

仮払消費税と仮受消

費税を相殺のうえ、

流動負債の「その

他」に含めて表示し

ております。

(ヘ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

(ヘ)その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

   消費税等の会計処理

    税抜方式によって

おります。



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

５ のれんの償却に関

する事項

のれんは定額法(20年)で償

却しております。

同左 同左

６ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計処理の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

────── (固定資産の減価償却の方法)

有形固定資産 

平成19年３月31日以前に取得した

もの 

旧定率法 

平成19年４月１日以降に取得した

もの 

定率法 

 

（会計方針の変更） 

平成19年度の法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第

６号）および（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号））にともな

い、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法

人税法等に基づく方法に変更して

おります。 

なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

──────

────── (ストック・オプション等に関する

会計基準)

 当中間連結会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成

17年12月27日）および「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

──────

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号)を適用して

おります。これによる損益に与え

る影響はありません。

────── (固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号）を適用しており

ます。 

なお、これによる損益に与える影

響はありません。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の分の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,627,650千円でありま

す。 

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間に

おける中間連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成して

おります。

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,658,317千円でありま

す。

────── (繰延資産の会計処理に関する当面

の取り扱い)

 当中間連結会計期間から、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会 平

成18年８月11日 実務対応報告第

19号）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

(繰延資産の会計処理に関する当面

の取り扱い)

 当連結会計年度から、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成

18年８月11日 実務対応報告第19

号）を適用しております。この結

果、従来の方法に比べて、経常損

失および税金等調整前当期純損失

が、それぞれ1,417千円減少して

おります。



次へ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

(中間連結貸借対照表)

 「未払金」は、前中間連結会計期間末は、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連

結会計期間末において資産の総額の100分の５を超え

たため区分掲記いたしました。

 なお、前中間連結会計期間末の「未払金」の金額は

53,892千円であります。

(中間連結貸借対照表)

1.「長期前払費用」は、前中間連結会計期間末は、投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当中間連結会計期間末において資産の総額の

100分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間末の「長期前払費用」の金

額は175千円であります。

2．有形固定資産に属する資産について前中間連結会計

期間末はこれを一括して「有形固定資産」として表示

しておりましたが、当中間連結会計期間末において、

「工具器具備品」および「建設仮勘定」がそれぞれ資

産の総額の100分の5を超えたため区分掲記いたしまし

た。 

なお、前中間連結会計期間末の「工具器具備品」は

54,602千円および「建設仮勘定」は－円であります。

────── (中間連結キャッシュ・フロー計算書)

 「仮払金の増減額」は、前中間連結会計期間は、営業

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示しておりましたが、当中間連結会計期間において

金額の重要性が増したため区分掲記いたしました。な

お、前中間連結会計期間の「仮払金の増減額」の金額

は－千円であります。 

また、「仮受金の増減額」は、前中間連結会計期間

は、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間

において金額の重要性が増したため区分掲記いたしま

した。なお、前中間連結会計期間の「仮受金の増減

額」の金額は317千円であります。

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

────── (監査報酬の費用処理方法)

 親会社の会社法監査および証券取

引法監査に係る監査報酬について

は、従来、一年分の報酬額を毎年

３月の有価証券報告書監査終了時

に一括して費用処理しておりまし

た。しかし、より実態に即した会

計処理を行うため、当中間連結会

計期間より、監査の進捗に応じて

費用処理することといたしまし

た。 

この結果、従来の方法に比べ、経

常利益および税金等調整前中間純

利益がそれぞれ4,477千円減少し

ております。

──────



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年６月30日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

  

当中間連結会計期間末(平成19年６月30日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

取得原価(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

株式 460 263 △197

合計 460 263 △197

中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 468

匿名組合出資金 11,367

計 11,836

取得原価(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

株式 224 145 △78

合計 224 145 △78

中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 468

匿名組合出資金 301,207

計 301,675



前連結会計年度末(平成18年12月31日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

   該当事項はありません。 

  

取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 224 224 －

合計 224 224 －

連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 468

匿名組合出資金 1,207

計 1,675



次へ 

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

１ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

    販売費及び一般管理費 350千円 

  

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 
  

(企業結合等関係) 

   該当事項はありません。 

  

平成19年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ２名
当社社外取締役 ２名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 3,500

付与日 平成19年３月29日

権利確定条件
新株予約権の割当を受けたものが、権利行使時においても当社取締
役であることを要します。

対象勤務期間 ─

権利行使期間 平成21年４月11日～平成29年４月10日

権利行使価格（円） 23,159

付与日における公正な評価単価（円） ─



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

126,462千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

116,261千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

93,845千円

※２   ────── ※２ 担保に供している資産は以下

のとおりであります。 

 現金及び預金 70,000千円 

上記の物件は、短期借入金

61,580千円の担保に供してお

ります。

※２ 担保に供している資産は以下

のとおりであります。 

 現金及び預金 35,000千円 

上記の物件は、短期借入金

82,140千円および長期借入金

20,528千円の担保に供してお

ります。

※３   ────── ※３   ────── ※３ 仮払金（391,332千円）は、

新規事業用固定資産の取得に

充当される予定の支出額であ

り、仮受金のうち273,124千

円は、当該新規事業に関連す

る取引先からのたな卸資産譲

渡にかかる入金額でありま

す。期末時点において、当該

新規事業の詳細が未確定であ

ることから未決算勘定として

表示しております。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 101,835千円

支払手数料 78,367千円

広告宣伝費 75,843千円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 114,629千円

支払手数料 105,000千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 223,346千円

支払手数料 144,637千円

減価償却費 61,023千円

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

 9,300千円

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

 7,068千円

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

 14,366千円

※３   ────── ※３   ────── ※３ 特別損失における企業買収関

連損失の主な内訳は以下のと

おりです。 

①契約に至らなかった海外 

 企業買収のための費用 

  13,070千円 

②Tianjin Century  

 Communication  

 Technology Co., Ltd.  

 および Guangzhou  

 Yeahcom Communication  

 Technology Co., Ltd.の 

 株式取得および解約に伴 

 う損失 

  88,392千円 

③Tianjin Century  

 Communication  

 Technology Co., Ltd. 

 および Guangzhou  

 Yeahcom Communication  

 Technology Co., Ltd.の 

 株式取得解約に伴う損失 

 引当金繰入額 

  34,891千円

※４   ────── ※４ 特別損失における固定資産除

却損の内訳は以下のとおりで

す。 

 工具器具備品   509千円

※４ 特別損失における固定資産除

却損の主な内訳は以下のとお

りです。 

 ソフトウェア 59,394千円 

 工具器具備品  9,633千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加6,940株は、第三者割当による新株の発行による増加6,800株、新株予約権

の行使による新株の発行による増加140株であります。 

２ 普通株式の自己株式の減少1,210株は、新株予約権の行使による減少であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
(注) １ 平成18年新株予約権の当中間連結会計期間増加は、平成18年３月７日付取締役会決議に基づく発行によるも

のであります。 

２ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末 
株式数(株)

当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計 
期間末株式数(株)

発行済株式

 普通株式 (注)１ 64,790 6,940 － 71,730

合計 64,790 6,940 － 71,730

自己株式

 普通株式 (注)２ 3,048 － 1,210 1,838

合計 3,048 － 1,210 1,838

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末

残高 
(千円)

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間 
増加

当中間連結
会計期間 
減少

当中間連結 
会計期間末

提出会社
平成18年新株予約権
 (注)１

普通株式 － 54,700 － 54,700 5,470

合計 － － 54,700 － 54,700 5,470



前へ   次へ 

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の発行済株式総数の増加21,000株は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
(注) １ 平成18年新株予約権の当中間連結会計期間減少は、平成19年４月20日付取締役会決議に基づく消却によるも

のであります。 

２ 平成19年新株予約権の当中間連結会計期間増加は、平成19年４月20日付取締役会決議に基づく発行によるも

のであり、当中間連結会計期間減少は、権利行使によるものであります。 

３ 平成19年新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末 
株式数(株)

当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計 
期間末株式数(株)

発行済株式

 普通株式 (注) 81,550 21,000 － 102,550

合計 81,550 21,000 － 102,550

自己株式

 普通株式 1,838 － － 1,838

合計 1,838 － － 1,838

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末

残高 
(千円)

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間 
増加

当中間連結
会計期間 
減少

当中間連結 
会計期間末

提出会社

平成18年新株予約権
 (注)１

普通株式 26,200 － 26,200 － －

平成19年新株予約権
 (注)２

普通株式 － 60,000 21,000 39,000 4,680

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

－ － － － － 350

合計 － 26,200 60,000 47,200 39,000 5,030



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加16,760株は、第三者割当による新株の発行による増加6,800株、新株予約

権の行使による新株の発行による増加9,960株であります。 

２ 普通株式の自己株式の減少1,210株は、新株予約権の行使による減少であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
(注) １ 平成18年新株予約権の当連結会計年度増加は、平成18年３月７日付取締役会決議および平成18年９月20日付

取締役会決議に基づく発行によるものであり、当連結会計年度減少は、平成18年９月15日付取締役会決議に

基づく消却、および権利行使によるものであります。 

２ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度末 
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 (注)１ 64,790 16,760 － 81,500

合計 64,790 16,760 － 81,500

自己株式

 普通株式 (注)２ 3,048 － 1,210 1,838

合計 3,048 － 1,210 1,838

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計 
年度末

提出会社
平成18年新株予約権
 (注)１

普通株式 － 90,700 64,500 26,200 2,620

合計 － － 90,700 64,500 26,200 2,620

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は、以下

のとおりであります。

(平成18年６月30日現在)

現金及び預金勘定 1,000,308千円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金及び 
定期積金

△57,541千円

現金及び現金同等物 942,766千円
  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は、以下

のとおりであります。

(平成19年６月30日現在)

現金及び預金勘定 311,903千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金及び
定期積金

△70,053千円

現金及び現金同等物 241,849千円
  

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係は、以下のとおり

であります。

(平成18年12月31日現在)

現金及び預金勘定 912,331千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金及び
定期積金

△97,763千円

現金及び現金同等物 814,568千円



前へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品 合計

取得価額
相当額

(千円)
3,709 3,709

減価償却累
計額相当額

(千円)
247 247

中間期末
残高相当額

(千円)
3,462 3,462

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品 合計

取得価額
相当額

(千円)
3,709 3,709

減価償却累
計額相当額

(千円)
989 989

中間期末
残高相当額

(千円)
2,720 2,720

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具備品 合計

取得価額
相当額

(千円)
3,709 3,709

減価償却累
計額相当額

(千円)
618 618

期末残高
相当額

(千円)
3,091 3,091

２ 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年内 717千円

１年超 2,755千円

合計 3,472千円

２ 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年内 780千円

１年超 2,080千円

合計 2,860千円

２ 未経過リース料連結会計期間末

残高相当額

１年内 780千円

１年超 2,470千円

合計 3,250千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 477千円

減価償却費相当額 442千円

支払利息相当額 27千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 390千円

減価償却費相当額 370千円

支払利息相当額 29千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 867千円

減価償却費相当額 813千円

支払利息相当額 60千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法は、利

息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  当社の事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
(注)モバイルコンテンツ事業は、当中間連結会計期間より連結子会社となったBeijing Lele Interactive 

Science and Technology Co., Ltd.が行っている事業であり、当セグメントを新設しております。 

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
  

デザイン事業 
(千円)

モバイルコン
テンツ事業 
(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

432,252 172,296 103,605 708,153 － 708,153

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － － －

計 432,252 172,296 103,605 708,153 － 708,153

営業費用 447,744 130,519 89,063 667,327 108,847 776,175

営業利益(又は営業損失) (15,492) 41,776 14,542 40,826 (108,847) (68,021)

事業区分 主要製品・サービス

デザイン事業
Webコマースサイトの運営、デザイン関連受託制作、デザイン関連のパッケ
ージソフトウェア販売

モバイルコンテンツ事業 携帯電話向けコンテンツの配信

飲食事業 飲食店舗の運営

前中間連結会計期間(千円) 主な内容

消去又は全社の項目に含めた 
配賦不能営業費用の金額

108,847 当社の管理部門に係る費用



当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  当社の事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
  

デザイン事業 
(千円)

モバイルコン
テンツ事業 
(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

797,203 75,463 99,643 972,310 － 972,310

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － － －

計 797,203 75,463 99,643 972,310 － 972,310

営業費用 411,898 126,576 88,198 626,674 132,092 758,767

営業利益(又は営業損失) 385,304 (51,113) 11,444 345,635 (132,092) 213,542

事業区分 主要製品・サービス

デザイン事業
Webコマースサイトの運営、デザイン関連受託制作、デザイン関連のパッケ
ージソフトウェア販売

モバイルコンテンツ事業 携帯電話向けコンテンツの配信

飲食事業 飲食店舗の運営

当中間連結会計期間(千円) 主な内容

消去又は全社の項目に含めた 
配賦不能営業費用の金額

132,092 当社の管理部門に係る費用



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  当社の事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
(注)モバイルコンテンツ事業は、当連結会計年度より連結子会社となったBeijing Lele Interactive Science 

and Technology Co., Ltd.が行っている事業であり、当セグメントを新設しております。 

  
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
  

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

 
  

デザイン事業 
(千円)

モバイルコン
テンツ事業 
(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

841,419 358,200 198,912 1,398,533 － 1,398,533

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － － － －

計 841,419 358,200 198,912 1,398,533 － 1,398,533

営業費用 816,572 375,310 179,473 1,371,356 230,444 1,601,801

営業利益(又は営業損失) 24,846 (17,109) 19,439 27,176 (230,444) (203,268)

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 1,424,332 1,093,351 92,838 2,610,522 148,235 2,758,758

減価償却費 96,882 2,078 7,663 106,623 1,007 107,630

資本的支出 108,535 106 － 108,641 － 108,641

事業区分 主要製品・サービス

デザイン事業
Webコマースサイトの運営、デザイン関連受託制作、デザイン関連のパッケ
ージソフトウェア販売

モバイルコンテンツ事業 携帯電話向けコンテンツの配信

飲食事業 飲食店舗の運営

前連結会計年度(千円) 主な内容

消去又は全社の項目に含めた 
配賦不能営業費用の金額

230,444 当社の管理部門に係る費用

前連結会計年度(千円) 主な内容

消去又は全社の項目に含めた 
全社資産の金額

148,235
当社での余資運用資金(預金等)、管
理部門に係る資産



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
  

３ 当中間連結会計期間より、本邦の売上高が全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％以下となったた

め、所在地別のセグメント情報の記載をしております。 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

日本 
(千円)

中華人民
共和国 
(千円)

シンガポール
共和国 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

535,857 172,296 ― 708,153 ― 708,153

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

― ― 2,028 2,028 (2,028) ―

計 535,857 172,296 2,028 710,181 (2,028) 708,153

営業費用 535,692 130,519 3,320 669,533 106,641 776,175

営業利益(又は営業損失) 164 41,776 (1,292) 40,648 (108,669) (68,021)

前中間連結会計期間(千円) 主な内容

消去又は全社の項目に含めた 
配賦不能営業費用の金額

108,847 当社の管理部門に係る費用



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
  

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

 
  

４ 当連結会計年度より、本邦の売上高が全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％以下となったため、

所在地別のセグメント情報の記載をしております。 

日本 
(千円)

中華人民
共和国 
(千円)

その他(千円)
計

(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

1,040,332 358,200 － 1,398,533 － 1,398,533

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － 4,029 4,029 (4,029) －

計 1,040,332 358,200 4,029 1,402,562 (4,029) 1,398,533

営業費用 996,795 375,310 7,201 1,379,307 222,493 1,601,801

営業利益(又は営業損失) 43,536 (17,109) (3,171) 23,254 (226,522) (203,268)

Ⅱ 資産 1,516,612 1,093,351 1,025 2,610,989 147,769 2,758,758

前連結会計年度(千円) 主な内容

消去又は全社の項目に含めた 
配賦不能営業費用の金額

230,444 当社の管理部門に係る費用

前連結会計年度(千円) 主な内容

消去又は全社の項目に含めた 
全社資産の金額

148,235
当社での余資運用資金(預金等)、管
理部門に係る資産



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 当中間連結会計期間より、本邦以外の国又は地域における海外売上高の合計が連結売上高の10％以上となっ

たため、中華人民共和国及びその他の地域に区分して表示しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
(注) 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 当連結会計年度より、本邦以外の国又は地域における海外売上高の合計が連結売上高の10％以上となったた

め、中華人民共和国及びその他の地域に区分して表示しております。 

  

中華人民共和国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 172,296 38,039 210,335

Ⅱ 連結売上高(千円) 708,153

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

24.3 5.4 29.7

中華人民共和国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 75,463 26,503 101,966

Ⅱ 連結売上高(千円) 972,310

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

7.8 2.7 10.5

中華人民共和国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 358,200 65,798 423,999

Ⅱ 連結売上高(千円) 1,398,533

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

25.6 4.7 30.3



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額(又は純損失金額)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 23,288.08円 １株当たり純資産額 21,550.60円
 
１株当たり純資産額 20,803.85円

１株当たり 
中間純損失金額

1,208.13円
１株当たり 
中間純利益金額

2,487.96円
１株当たり
当期純損失金額

6,490.52円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失が計上されているため

記載しておりません。

 

潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益金額

2,256.12円
なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失が計上されているため

記載しておりません。

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,641,801 2,175,434 1,668,210

純資産の部の合計額から控除する 
金額(千円)

14,150 5,030 9,893

(うち新株予約権) (5,470) (5,030) (2,620)

(うち少数株主持分) (8,680) (－) (7,273)

普通株式に係る中間期末(期末)の 

純資産額(千円)
1,627,650 2,170,404 1,658,317

中間期末(期末)の普通株式の数(株) 69,892 100,712 79,712

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額(又
は純損失金額)

中間(当期)純利益(又は純損失)(千
円)

△79,447 205,893 △450,274

普通株主に帰属しない金額(千円) － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益(又
は純損失)(千円)

△79,447 205,893 △450,274

期中平均株式数(株) 65,760.5 82,756.1 69,374.1

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益金額

中間(当期)純利益(又は純損失)調整
額(千円)

－ － －

普通株式増加数(株) － 8,503.7 －

（うち第１回新株予約権に係る増加
数）(株)

(－) (5.8) (－)

（うち第６回新株予約権に係る増加
数）(株)

(－) (8,497.9) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益金額の算定に含めなかった潜在株

式の概要

──────

第２回新株予約権（新
株予約権の数83個） 
第５回新株予約権（新
株予約権の数350個）

──────



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 当社は、平成18年８月11日開催

の当社取締役会の決議に基づき、

BBMFグループとの間で締結してい

る資本業務提携契約を解消すると

ともに、平成18年９月15日開催の

当社取締役会において同グループ

に付与していた新株予約権の消却

を決議いたしました。

 (1) 解消の理由

   当社とBBMFグループは、当社

が新たな事業の核として検討し

ているモバイルコンテンツ・ビ

ジネスを含めた当社新規事業へ

の円滑な参入を実現し、相互の

事業における相乗効果を追求す

るとともに、当社の経営基盤の

安定化・強化を図ることを目的

として、平成18年３月７日付で

資本業務提携契約を締結すると

ともに、BBMFグループへの第三

者割当および新株予約権付与を

実施いたしました。

────── DEXインベストメント株式会社は、

平成19年１月25日に以下の匿名組合

契約を締結し、出資を実行いたしま

した。 

 ①営業者： 

  株式会社葵投資パートナーズ 

 ②出資目的： 

  営業者の営む各種上場会社に 

  対する有価証券投資事業およ 

  びそれに付随する事業に対す 

  る出資 

 ③出資期間： 

  平成19年１月25日から 

  平成19年12月28日まで 

 ④出資金額： 

  300,000,000円

   しかしながらその後、企業買

収の方向性、買収資金の調達方

針などの点で両者の考え方に隔

たりがあることが明らかとな

り、結果として現状のままでは

当社の株主価値の向上を図るこ

とが難しいとの結論に至り、今

般契約の解除条項の定めに基づ

き資本業務提携を解消すること

を決定いたしました。

 (2) 契約の相手会社の名称

   BBMF Corporation

 (3) 解消の時期

   平成18年８月11日

 (4) 契約の内容

  ①当社のモバイル事業への新規

参入に際して必要となる技術

情報、ノウハウなどの提供。

  ②BBMFグループの保有するモバ

イルコンテンツの提供。

  ③当社による合併・買収対象

(BBMFグループを含む)の斡

旋・紹介。

  ④BBMFグループによる資金調達

の支援。

  ⑤その他モバイル事業への新規

参入や合併・買収に関する事

項。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

２ 当社は、平成18年９月20日開催
の取締役会において、以下のとお
り第三者割当による新株予約権の
発行を決議いたしました。

 (1) 新株予約権の発行理由
   当社は、前述のとおり、平成

18年８月11日付でBBMFグループ
との資本業務提携を解消いたし
ましたが、その後、同グループ
に代わる新たな戦略的パートナ
ーとして、株式会社産業構造総
合研究所との間で資本業務提携
契約を締結するともに、同社が
業務執行組合員を務める投資事
業組合を通じて新株予約権を付
与することといたしました。

────── ──────

   新株予約権行使により調達す
る資金につきましては、既に子
会社化した中国企業の株式取得
資金の支払に充てるほか、新た
なM&Aを含めた投資資金、シス
テム開発・商品開発等の設備資
金、および運転資金に充当する
予定であります。

 (2) 第三者割当による新株予約権
の発行(デザインエクスチェン
ジ㈱第４回新株予約権)の概要

  新株予約権の目的となる株式の
種類

   普通株式
  新株予約権の目的となる株式の

数

   36,000株(本新株予約権１個
の目的である株式の数(以下
「割当株式数」という。)は10
株とする。)

   ただし、下記第(1)号ないし
第(3)号により、割当株式数が
調整される場合には、本新株予
約権の目的である株式の総数は
調整後割当株式数に応じて調整
されるものとする。

 (1) 当社が別記「新株予約権の行
使時の払込金額」欄第４項の規
定に従って行使価額(同欄第２
項に定義する。)の調整を行う
場合には、割当株式数は次の算
式により調整されるものとす
る。ただし、調整の結果生じる
１株未満の端数は切り捨てるも
のとする。

調整後割当 
株式数

＝

調整前割 
当株式数

×
調整前行
使価額

調整後行使価額

   上記算式における調整前行使
価額および調整後行使価額は、
別記「新株予約権の行使時の払
込金額」欄第４項に定める調整
前行使価額および調整後行使価
額とする。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (2) 調整後割当株式数の適用日
は、当該調整事由にかかる別記
「新株予約権の行使時の払込金
額」欄第４項第(2)号および第
(4)号による行使価額の調整に
関し、各号に定める調整後行使
価額を適用する日と同日とす
る。

────── ──────

 (3) 割当株式数の調整を行うとき
は、当社は、あらかじめ書面に
よりその旨およびその事由、調
整前割当株式数、調整後割当株
式数およびその適用の日その他
必要な事項を新株予約権原簿に
記載された各新株予約権者に通
知する。ただし、別記「新株予
約権の行使時の払込金額」欄第
４項第(2)号②ただし書に示さ
れる株式分割の場合、その他適
用の日の前日までに前記の通知
を行うことができないときは、
適用の日以降すみやかにこれを
行う。

 新株予約権の行使時の払込金額
 １ 本新株予約権１個の行使に際

して出資される財産の価額は、
行使価額(以下に定義する。)に
割当株式数を乗じた額とする。

 ２ 本新株予約権の行使により当
社が当社普通株式を新たに発行
しまたはこれに代えて当社の有
する当社普通株式を移転(以
下、当社普通株式の発行または
移転を「交付」という。)する
場合における株式１株当たりの
払込金額(以下「行使価額」と
いう。)は、当初57,600円とす
る。

 ３ 行使価額の修正
   本新株予約権の発行後、毎月

第１および第３金曜日(以下
「決定日」という。)の翌取引
日以降、行使価額は、決定日ま
で(当日を含む。)の３連続取引
日(ただし、終値のない日は除
き、決定日が取引日でない場合
には、決定日の直前の取引日ま
での３連続取引日とする。以下
「時価算定期間」という。)の
株式会社東京証券取引所におけ
る当社普通株式の普通取引の毎
日の終値(気配表示を含む。)の
平均値の90％に相当する金額
(100円未満は切り上げる。以下
「決定日価額」という。)に修
正される。第１回決定日は平成
18年10月６日とする。なお、時
価算定期間内に、本欄第４項第
(2)号または第(4)号で定める行
使価額の調整が生じた場合に
は、修正後の行使価額は、本新
株予約権の新株予約権要項に従
い当社が適当と判断する値に調
整される。ただし、かかる算出
の結果、決定日価額が34,600円
(以下「下限行使価額」とい
う。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

  ただし、本欄第４項第(1)号な
いし第(4)号による調整を受け
る。)を下回る場合には、修正
後の行使価額は下限行使価額と
し、決定日価額が92,200円(以
下「上限行使価額」という。た
だし、本欄第４項第(1)号ない
し第(4)号による調整を受け
る。)を上回る場合には、修正
後の行使価額は上限行使価額と
する。

────── ──────

 ４ 行使価額の修正
  (1) 当社は、本新株予約権の発

行後、本項第(2)号に掲げる
各事由により当社普通株式数
に変更を生じる場合または変
更を生ずる可能性がある場合
は、次に定める算式(以下
「行 使 価 額 調 整 式」と い
う。)をもって行使価額を調
整する。

既発
行株
式数

＋

新発
行・処
分株式
数

×

１株当
たりの
発行・
処分価
額

調整
後行
使価
額

＝

調整
前行
使価
額

×

時価

既発行株式数＋新発
行・処分株式数

  (2) 行使価額調整式により本新
株予約権の行使価額の調整を
行う場合およびその調整後の
行使価額の適用時期について
は、次に定めるところによ
る。

   ①本項第(3)号②に定める時
価を下回る発行価額または
処分価額をもって当社普通
株式を新たに発行または当
社の有する当社普通株式を
処分する場合(ただし、当
社普通株式に転換される証
券もしくは転換できる証券
または当社普通株式の交付
を請求できる新株予約権
(新株予約権付社債に付さ
れたものを含む。)の転換
または行使による場合を除
く。)。

    調整後の行使価額は、払込
期日の翌日以降、また、募
集のための株主割当日があ
る場合はその日の翌日以降
これを適用する。



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

   ②株式分割により普通株式を
発行する場合。

    調整後の行使価額は、株式
分割のための株主割当日の
翌日以降これを適用する。
ただし、配当可能利益から
資本に組み入れられること
を条件にその部分をもって
株式分割により普通株式を
発行する旨取締役会で決議
する場合で、当該配当可能
利益の資本組入れの決議を
する株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための
株主割当日とする場合に
は、調整後の行使価額は、
当該配当可能利益の資本組
入れの決議をした株主総会
の終結の日の翌日以降これ
を適用する。

────── ──────

    なお、上記ただし書の場合
において、株式分割のため
の株主割当日の翌日から当
該配当可能利益の資本組入
れの決議をした株主総会の
終結の日までに行使請求を
なした者に対しては、次の
算出方法により、当社普通
株式を交付するものとし、
株券の交付については別記
(注)１(2)の規定を準用す
る。

(

調整
前行
使価
額

－

調整
後行
使価
額

)×

調整前行
使価額に
より当該
期間内に
交付され
た株式数

株式
数

＝ 調整後行使価額

    この場合に１株未満の端数
を生じたときにはこれを切
り捨て、現金による調整は
行わない。

   ③本項第(3)号②に定める時
価を下回る価額をもって当
社普通株式に転換される証
券もしくは転換できる証券
または当社普通株式の交付
を請求できる新株予約権も
しくは新株予約権付社債を
発行する場合。

    調整後の行使価額は、発行
される証券または新株予約
権もしくは新株予約権付社
債のすべてが当初の転換価
額で転換されまたは当初の
行使価額で行使されたもの
とみなして行使価額調整式
を準用して算出するものと
し、払込期日(新株予約権
が無償にて発行される場合
は発行日)の翌日以降これ
を適用する。ただし、その
証券の募集のための株主割
当日がある場合は、その翌
日以降これを適用する。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (3) ①行使価額調整式の計算の結
果生じる円位未満の端数は
切り捨てるものとする。

   ②行使価額調整式で使用する
時価は、調整後の行使価額
を適用する日(ただし、本
項第(2)号②ただし書の場
合は株主割当日)に先立つ
45取引日目に始まる30取引
日(終値のない日数を除
く。)の株式会社東京証券
取引所における当社普通株
式の普通取引の毎日の終値
(気配表示を含む。)の平均
値とする。この場合、平均
値の計算においては、100
円未満は切り上げる。

────── ──────

   ③行使価額調整式で使用する
既発行株式数は、株主割当
日がある場合はその日、ま
た、株主割当日がない場合
は、調整後の行使価額を適
用する日の１か月前の日に
おける当社の発行済普通株
式数から、当該日における
当社の有する当社普通株式
数を控除した数とする。ま
た、本項第(2)号②の場合
には、行使価額調整式で使
用する新発行・処分株式数
は、株主割当日における当
社の有する当社普通株式に
割り当てられる当社普通株
式数を含まないものとす
る。

  (4) 本項第(2)号の行使価額の
調整を必要とする場合以外に
も、次に掲げる場合には、当
社は、必要な行使価額の調整
を行う。

   ①株式の併合、資本の減少、
会社分割または合併等のた
めに行使価額の調整を必要
とするとき。

   ②その他当社普通株式数の変
更または変更の可能性が生
じる事由の発生により行使
価額の調整を必要とすると
き。

   ③行使価額を調整すべき事由
が２つ以上相接して発生
し、一方の事由に基づく調
整後の行使価額の算出にあ
たり使用すべき時価につ
き、他方の事由による影響
を考慮する必要があると
き。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

  (5) 本欄第３項または本項第
(1)号ないし第(4)号により行
使価額の修正または調整を行
うときは、当社は、あらかじ
め書面によりその旨およびそ
の事由、修正前または調整前
の行使価額、修正後または調
整後の行使価額およびその適
用の日その他必要な事項を新
株予約権原簿に記載された各
新株予約権者に通知する。た
だし、本項第(2)号②ただし
書に示される株式分割の場合
その他適用の日の前日までに
前記の通知を行うことができ
ないときは、適用の日以降す
みやかにこれを行う。

────── ──────

  新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価額
の総額

   2,077,200,000円
   別記「新株予約権の行使時の

払込金額」欄第３項により、
行使価額が修正された場合に
は、上記発行価額の総額は増
加または減少する。

  新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額

  １ 新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式１株
の発行価格

    本新株予約権の行使により
発行する当社普通株式１株の
発行価格は、57,700円とす
る。ただし、別記「新株予約
権の目的となる株式の数」欄
第(1)号ないし第(3)号および
別記「新株予約権の行使時の
払込金額」欄第３項または第
４項によって修正または調整
が行われることがある。

  ２ 新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式１株
の資本組入額本新株予約権の
行使により発行する当社普通
株式１株の資本組入額は、本
欄第１項記載の本新株予約権
の行使により当社普通株式を
発行する場合の当社普通株式
１株の発行価格に0.5を乗じ
た金額とし、計算の結果１円
未満の端数を生じる場合は、
その端数を切り上げるものと
する。ただし、別記「新株予
約権の目的となる株式の数」
欄第(1)号ないし第(3)号およ
び別記「新株予約権の行使時
の払込金額」欄第３項または
第４項によって修正または調
整が行われることがある。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

  新株予約権の行使期間
   平成18年10月６日から平成20

年10月５日までとする。ただ
し、行使期間の最終日が銀行
営業日でない場合にはその翌
銀行営業日を最終日とする。

  新株予約権の行使請求の受付場
所、取次場所及び払込取扱場所

────── ──────

   行使請求の受付場所
    デザインエクスチェンジ株

式会社
    管理本部総務部
   払込取扱場所
    株式会社三菱東京UFJ銀行
    飯田橋支店
  新株予約権の行使の条件
  １ 本新株予約権の行使は１新

株予約権単位(新株予約権１
個)で行うものとし、各新株
予約権の一部行使は認められ
ないものとする。

  ２ 権利者が１個または複数の
本新株予約権を行使した場合
に、当該行使により当該権利
者に対して発行される株式数
は整数(会社が単元株制度を
導入した場合には一単元の株
式数の整数倍)でなければな
らず、１株(会社が単元制度
を導入した場合は一単元の株
式数)未満の部分については
株式は割り当てられないもの
とする。

  ３ 権利者は、行使しようとす
る日の前日までに会社の指定
する行使請求書を会社に提出
した場合に限り、本新株予約
権を行使することが出来るも
のとする。

  新株予約権の消却事由及び消却
の条件

  １ 権利者が本新株予約権に関
して当社と締結した契約が解
除され又は終了した場合(当
社が解除事由に該当すること
により権利者が解除した場合
を除く。)には、会社は当該
本件新株予約権を新株予約権
１個あたりの発行価額をもっ
て消却することができる。

  ２ 権利者が本件新株予約権を
放棄した場合、当社は当該本
件新株予約権を無償で消却す
ることができる。

  新株予約権の譲渡に関する事項
   本新株予約権の譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要
するものとする。

 (注)１ 新株予約権の申込期間
      平成18年10月５日
   ２ 新株予約権の発行日
      平成18年10月５日
   ３ 新株予約権の発行価額の

総額
      3,600,000円



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

   ４ 新株予約権の行使の際の
払込金額の総額

      2,073,600,000円

────── ──────

      同金額は上記要項「新
株予約権の行使時の払
込金額」記載の新株予
約権行使に際しての１
株当たり払込金額に、
上記要項「新株予約権
の目的となる株式の
数」記載の本新株予約
権の目的である当社普
通 株 式 の 総 数 た る
36,000株を乗じた金額
である。なお、行使価
額が修正または調整さ
れた場合には、上記金
額は増加または減少す
る。また、新株予約権
の権利行使期間内に行
使が行われない場合お
よび当社が新株予約権
を消却した場合および
新株予約権者がその権
利を喪失した場合に
は、上記金額は減少す
る。

   ５ 新株予約権の行使により
発行する株式の発行価額
の総額

      2,077,200,000円
      同金額は本注3．記載

の本新株予約権の発行
総額と本注4．記載の
本新株予約権の行使の
際の払込金額の総額を
加えた金額である。な
お、行使価額が修正ま
たは調整された場合に
は、上記金額は増加ま
たは減少する。また、
新株予約権の権利行使
期間内に行使が行われ
ない場合および当社が
新株予約権を消却した
場合及び新株予約権者
がその権利を喪失した
場合には上記金額は減
少する。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

   ６ 新株予約権の発行価額お
よび行使の際の払込金額
の算定理由

      当社は所定の条件の下
にブラックショールズ
モデルを用いて本新株
予約権の理論価値(オ
プションバリュー)を
算出した。また本新株
予約権の発行決議に先
立つ当社普通株式の株
式価格、新株予約権の
発行要項等諸事情を勘
案し、総合的に検討し
た。これらを前提に、
上記理論価値のレンジ
の範囲内で、かつ新株
予約権の発行により企
図される目的が達成さ
れる限度として1,000
円を本新株予約権の１
個当りの発行価額とし
た。また、本新株予約
権の当初の行使価額
は、本新株予約権の発
行決議の前日である平
成18年９月19日の東京
証券取引所における当
社普通株式の普通取引
の終値(64,000円)に
0.9を掛けた57,600円
とした。

────── ──────

３ 当社は、平成18年６月12日開催
の臨時取締役会において、中国の
モバイルコンテンツ・プロバイダ
ーであるTianjin Century  
Communication Technology  
Co.,Ltd.の 持 株 会 社 で あ る
Century Star Field Limitedの全
株式を取得(取得価額約15億円)し
子会社することを決議し、また、
平成18年６月23日開催の臨時取締
役会において、中国のモバイルコ
ンテンツ・プロバイダーである
Guangzhou Yeahcom  
Communication Technology  
Co.,Ltd.の 持 株 会 社 で あ る
Linktech Technologies Ltd.の全
株式を取得(取得価額約20億円)し
子会社することを決議し、平成18
年７月３日付で当該２社の株式の
受渡を完了いたしました。

  しかし、平成18年８月11日に
BBMFグループとの資本業務提携契
約を解消した後、中国におけるモ
バイルコンテンツ事業の継続につ
いて、見直しも含めて検討を進め
た結果、当該２社の子会社化を取
り止める方針を固め、譲渡元と株
式売買契約の解消の交渉に入りま
した。



 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (1) 子会社化取り止めの理由
   将来性および他事業とのシナ

ジー効果を再評価し、またBBMF
グループとの提携解消に伴う管
理面での当社負担の増加も勘案
して、当社グループ業績に対す
る寄与が見込めないとの結論に
達しました。

────── ──────

 (2) 今後の見通し
   ２社の買収取り止めについて

は、現在譲渡元との間で株式譲
渡契約の解消の交渉中でありま
す。現在のところ、契約解消に
当たって損害賠償請求等による
当社側の経済的損失は未確定で
あります。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※２ 693,071 143,811 665,108

２ 受取手形 105 1,062 105

３ 売掛金 181,721 128,826 146,330

４ たな卸資産 22,007 9,993 11,821

５ 関係会社貸付金 － 200,000 3,503

６ 繰延税金資産 2,760 － －

７ 仮払金 ※３ － － 391,332

８ その他 13,094 78,576 22,943

貸倒引当金 △12,320 － △13,037

流動資産合計 900,439 31.1 562,270 19.1 1,228,107 45.1

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 工具器具備品 － 176,332 －

(2) 建設仮勘定 － 305,077 －

(3) その他 － 87,223 41,282 522,693  － 69,443

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 90,210 39,454 45,227

(2) ソフトウェア

仮勘定
1,650 － －

(3) コンテンツ 64,786 111,278 94,088

(4) その他 4,211 160,858 3,838 154,571 3,897 143,213

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 12,099 1,821 1,900

(2) 関係会社株式 1,637,214 1,167,190 1,167,190

(3) 差入保証金 70,091 123,185 100,091

(4) 長期前払費用 － 400,000 －

(5) その他 17,966 19,296 5,861

貸倒引当金 △3,562 1,733,809 △16,283 1,695,210 △5,836 1,269,207

固定資産合計 1,981,891 68.5 2,372,475 80.6 1,481,864 54.5

Ⅲ 繰延資産 11,355 0.4 9,022 0.3 11,179 0.4

資産合計 2,893,687 100.0 2,943,768 100.0 2,721,151 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 46,642 41,442 36,610

２ 短期借入金 ※２ 130,000 61,580 82,104

３ 未払金 696,034 521,960 466,007

４ 未払法人税等 4,736 7,053 7,790

５ 仮受金 ※３ － － 276,501

６ 返品調整引当金 2,985 7,818 2,134

７ 企業買収関連損失 

  引当金
－ 26,611 34,891

８ その他 6,596 18,434 11,984

流動負債合計 886,995 30.6 684,901 23.3 917,723 33.7

Ⅱ 固定負債

１ 社債 40,000 30,000 35,000

２ 長期借入金 ※２ － － 20,528

３ 長期未払金 350,620 － 62,644

４ 繰延税金負債 686 152 419

５ 退職給付引当金 13,467 16,860 15,710

固定負債合計 404,774 14.0 47,013 1.6 134,302 5.0

負債合計 1,291,770 44.6 731,915 24.9 1,052,026 38.7



 
  

前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 1,020,350 35.3 1,355,265 46.0 1,212,255 44.6

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 750,850 1,085,765 942,755

(2) その他資本剰余金 723,178 723,178 723,178

資本剰余金合計 1,474,028 50.9 1,808,943 61.5 1,665,933 61.2

３ 利益剰余金

(1) その他利益剰余金

特別償却準備金 1,357 597 597

繰越利益剰余金 △856,102 △914,914 △1,169,290

利益剰余金合計 △854,745 △29.5 △914,316 △31.1 △1,168,693 △43.0

４ 自己株式 △42,989 △1.5 △42,989 △1.5 △42,989 △1.6

株主資本合計 1,596,643 55.2 2,206,901 74.9 1,666,505 61.2

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

△197 △0.0 △78 △0.0 － －

評価・換算差額等合計 △197 △0.0 △78 △0.0 － －

Ⅲ 新株予約権 5,470 0.2 5,030 0.2 2,620 0.1

純資産合計 1,601,916 55.4 2,211,853 75.1 1,669,125 61.3

負債純資産合計 2,893,687 100.0 2,943,768 100.0 2,721,151 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 535,528 100.0 891,506 100.0 1,035,424 100.0

Ⅱ 売上原価 271,875 50.8 257,168 28.8 481,698 46.5

売上総利益 263,652 49.2 634,338 71.2 553,726 53.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 369,593 69.0 371,207 41.7 736,184 71.1

営業利益 － － 263,130 29.5 － －

営業損失 105,940 19.8 － － 182,458 17.6

Ⅳ 営業外収益 ※１ 210 0.0 6,626 0.7 2,378 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 8,745 1.6 18,261 2.0 39,435 3.8

経常利益 － － 251,495 28.2 － －

経常損失 114,474 21.4 － － 219,516 21.2

Ⅵ 特別利益

１ 貸倒引当金戻入益 － 2,590 －

２ 新株予約権戻入益 － 2,620 －

３ 保険解約益 2,616 2,616 0.5 － 5,210 0.6 2,616 2,616 0.3

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産除却損 ※５ 7,775 509 76,534

２ 投資有価証券評価損 － － 235

３ 企業買収関連損失 ※４ － 7,775 1.4 － 509 0.1 135,268 212,038 20.5

税引前中間純利益 － － 256,196 28.7 － －

税引前 
中間(当期)純損失

119,634 22.3 － － 428,938 41.4

法人税、住民税 
及び事業税

1,961 2,086 4,112

法人税等調整額 2,019 3,981 0.8 △266 1,819 0.2 4,513 8,625 0.9

中間純利益 － － 254,376 28.5 － －

中間(当期)純損失 123,615 23.1 － － 437,564 42.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 

準備金

繰越利益 

剰余金

平成17年12月31日 残高 

(千円)
788,450 518,950 712,760 1,231,710 2,116 △733,245 △731,129 △71,291 1,217,739

中間会計期間中の変動額

新株の発行(千円) 231,900 231,900 231,900 463,800

特別償却準備金の取崩

(千円)
－ △759 759 － －

中間純損失(△)(千円) － △123,615 △123,615 △123,615

自己株式の処分(千円) 10,418 10,418 － 28,301 38,720

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額(純額)(千円)

－ － －

中間会計期間中の変動額

合計(千円)
231,900 231,900 10,418 242,318 △759 △122,856 △123,615 28,301 378,904

平成18年６月30日 残高 

(千円)
1,020,350 750,850 723,178 1,474,028 1,357 △856,102 △854,745 △42,989 1,596,643

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成17年12月31日 残高 

(千円)
39 39 － 1,217,778

中間会計期間中の変動額

新株の発行(千円) － 463,800

特別償却準備金の取崩(千円) － －

中間純損失(△)(千円) － △123,615

自己株式の処分(千円) － 38,720

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額)(千円)

△236 △236 5,470 5,233

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△236 △236 5,470 384,138

平成18年６月30日 残高 

(千円)
△197 △197 5,470 1,601,916



当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却 

準備金

繰越利益 

剰余金

平成18年12月31日 残高 

(千円)
1,212,255 942,755 723,178 1,665,933 597 △1,169,290 △1,168,693 △42,989 1,666,505

中間会計期間中の変動額

新株の発行(千円) 143,010 143,010 143,010 － 286,020

中間純利益(千円) － 254,376 254,376 254,376

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額(純額)(千円)

－ － －

中間会計期間中の変動額

合計(千円)
143,010 143,010 － 143,010 － 254,376 254,376 － 540,396

平成19年６月30日 残高 

(千円)
1,355,265 1,085,765 723,178 1,808,943 597 △914,914 △914,316 △42,989 2,206,901

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年12月31日 残高 

(千円)
－ － 2,620 1,669,125

中間会計期間中の変動額

新株の発行(千円) － 286,020

中間純利益(千円) － 254,376

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額)(千円)

△78 △78 2,410 2,331

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△78 △78 2,410 542,727

平成19年６月30日 残高 

(千円)
△78 △78 5,030 2,211,853



次へ 

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却 

準備金

繰越利益 

剰余金

平成17年12月31日 残高 

(千円)
788,450 518,950 712,760 1,231,710 2,116 △733,245 △731,129 △71,291 1,217,739

事業年度中の変動額

新株の発行(千円) 423,805 423,805 423,805 847,610

利益処分による特別償

却準備金の取崩(千円)
－ △759 759 － －

特別償却準備金の取崩

(千円)
－ △759 759 － －

当期純損失(△)(千円) － △437,564 △437,564 △437,564

自己株式の処分(千円) 10,418 10,418 － 28,301 38,720

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額 

(純額)(千円)

－ － －

事業年度中の変動額合計

(千円)
423,805 423,805 10,418 434,223 △1,519 △436,044 △437,564 28,301 448,765

平成18年12月31日 残高 

(千円)
1,212,255 942,755 723,178 1,665,933 597 △1,169,290 △1,168,693 △42,989 1,666,505

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成17年12月31日 残高 

(千円)
39 39 － 1,217,778

事業年度中の変動額

新株の発行(千円) － 847,610

利益処分による特別償却準備金

の取崩(千円)
－ －

特別償却準備金の取崩(千円) － －

当期純損失(△)(千円) － △437,564

自己株式の処分(千円) － 38,720

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)(千円)

△39 △39 2,620 2,580

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△39 △39 2,620 451,346

平成18年12月31日 残高 

(千円)
－ － 2,620 1,669,125



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 継続企業の前提に関する重要な
疑義を抱かせる事象又は状況が存
在する旨及びその内容
当社は、前事業年度に引き続
き、当中間会計期間において
も、105百万円の営業損失およ
び123百万円の中間純損失を計
上しております。

２ 継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在する旨
当該状況により、当社は「継続
企業の前提に関する開示につい
て」(日本公認会計士協会監査
委員会報告第74号)に基づき、
継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在していると判断して
おります。

３ 当該事象又は状況を解消又は大
幅に改善するための経営者の対応
及び経営計画の内容
営業損失および中間純損失とな
った主な要因として、プロダク
ト事業について、流通形態の転
換に伴う素材集パッケージソフ
ト市場全体の縮小が予想以上に
速く進展しており、同事業の抜
本的な再構築を目的として、本
年３月付で㈱イーフロンティア
と業務提携の拡充を締結し、パ
ッケージソフトの製造・販売業
務の同社への移管を進めてまい
りましたが、提携内容の詳細に
関する調整が長引いたことによ
り、上期に計上を予定していた
パッケージ化許諾料の一部の計
上が下期にずれ込みました。ま
た、この業務移管の進捗が遅れ
た影響により、上期に予定して
いたDEX IMAGEタイトル等のパ
ッケージソフトの拡販施策の実
施が下期にずれ込みました。
さらに、Webコマース事業につ
いて、前期以前よりユーザビリ
ティ向上・新規サービス投入を
目的とした新システムの開発と
コマース・サイトのリニューア
ルを進めてまいりましたが、シ
ステム開発の進捗が遅延し、結
果として当中間会計期間中に新
規サービスが実施出来ませんで
した。
これらにより、売上高が計画を
達成出来ず、結果として営業損
失および中間純損失を計上する
に至りました。当社は、当該状
況を解消すべく経営の再構築を
進めており、当事業年度におけ
る対応策は以下のとおりです。

1．継続企業の前提に関する重要な
疑義を抱かせる事象又は状況が存
在する旨及びその内容

  当社は、前事業年度において、
182百万円の営業損失および437
百万円の当期純損失を計上いた
しました。当中間会計期間にお
いては、昨年の営業努力により
受注獲得したDEX IMAGEプロダ
クトの大口取引などにより、
263百万円の営業利益および254
百万円の中間純利益を計上いた
しましたが、収益体制を確実に
定着させるため、今後の業績推
移も見極めつつ経営課題に対処
する必要があると考えておりま
す。

2．継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在する旨

  当該状況により、当社は「継続
企業の前提に関する開示につい
て」（日本公認会計士協会監査
委員会報告第74号）に基づき、
継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在していると判断して
おります。

3．当該事象又は状況を解消又は大
幅に改善するための経営者の対応
及び経営計画の内容

  収益体制の確実な定着に向け、
当社は以下を対処すべき主な課
題と認識しております。

 ①Webコマース事業
  コマースサイトにおけるデザイ

ンコンテンツの配信事業は、競
合他社との販売競争が激化して
おります。当中間会計期間にお
いては、販売の主力であるプロ
向けストックフォトコーナーを
全面リニューアルし、本年４月
に「DEX Creative」として立ち
上げるなど、マーケティング面
における収益改善施策を実施し
た一方、有料会員の新規獲得お
よび海外代理店とのクロスライ
センス取引における新規契約に
関しては、進捗が計画を下回り
ました。

  当社は、これら課題へ対処する
ため経営の再構築を進めてお
り、平成19年事業年度における
経営計画は以下のとおりです。

1．継続企業の前提に関する重要な
疑義を抱かせる事象又は状況が存
在する旨及びその内容   
当社は、前事業年度に引き続
き、当事業年度においても、
182百万円の営業損失および437
百万円の当期純損失を計上して
おります。

2．継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在する旨
当該状況により、当社は「継続
企業の前提に関する開示につい
て」（日本公認会計士協会監査
委員会報告第74号）に基づき、
継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在していると判断して
おります。

3．当該事象又は状況を解消又は大
幅に改善するための経営者の対応
及び経営計画の内容
当事業年度において営業損失お
よび当期純損失となった主な要
因は以下のとおりであります。

 ①Webコマース事業

Webコマース事業においては、
これまで会員数の増大および一
人あたり売上単価の向上を目的
として、システム開発、コマー
スサイトのデザイン変更を進め
てまいりましたが、平成18年に
コマースサイト・トップページ
のリニューアルおよび検索機能
の一部強化を実施したものの、
部分的な機能改善に止まり、売
上増加に対する効果は限定的な
ものに終わりました。また、新
規ダウンロードコンテンツの開
発・市場投入が第３四半期以降
にずれ込み、これらの結果、売
上高が目標を下回りました。

 ②プロダクト事業

流通形態の転換に伴う素材集パ
ッケージソフト市場全体の縮小
が急速に進展しており、同事業
の抜本的な再構築を目的とし
て、平成18年３月付で㈱イーフ
ロンティアと業務提携の拡充を
締結し、パッケージソフトの製
造・物流・販売業務の同社への
移管を進めてまいりました。し
かし、提携内容の詳細に関する
調整が長引き業務移管の進捗が
遅れた影響により、DEX IMAGE
タイトル等のパッケージソフト
の拡販施策の実施が第４四半期
にずれ込み、結果として売上高
が目標を大きく下回りました。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 ①Webコマース事業

ユーザビリティ向上・新規サー

ビス投入を目的とした新システ

ムの開発とコマース・サイトの

リニューアルを進め、平成18年

７月にサイトデザインの全面リ

ニューアルを完了いたしまし

た。また、現在コマース・サイ

ト上での画像検索の機能強化を

進めており、当第４四半期にお

いて実装を完了する予定です。

これらコマース・サイトのリニ

ューアル・機能強化に加え、新

規コンテンツの調達・開発にお

ける予算・人員を増強してお

り、これら施策により会員数の

増大および一人あたり売上単価

の向上を図ってまいります。

 ②プロダクト事業

本年３月に締結した㈱イーフロ

ンティアとの業務提携拡充によ

り、同社の持つ高い営業力とブ

ランド力を活用した販売展開に

よる販売量増加と安定収益確保

を図るとともに、製作・流通・

管理コストの削減と今後発生し

得る在庫リスクの低減を図りま

す。さらに、イーフロンティア

への移管以外の販売施策とし

て、年末に向け、DEX IMAGEタ

イトル等のパッケージソフトに

ついての集中的な拡販を実施い

たします。パッケージソフト流

通における拡販のほか、写真素

材の需要が見込める企業・学校

等に対しても直接の営業提案を

行うことにより、売上の拡大を

行ってまいります。

 ③営業費用

販売費及び一般管理費について

も、プロダクト事業における販

売管理コストの低減のほか、本

社事務所賃借の一部解約による

支払家賃の減少などによって、

さらなるコスト削減を進めてま

いります。

これらの結果として、当社は、

当中間会計期間において前年同

期と比較して営業赤字の削減を

達成しており、当事業年度通年

での営業利益の黒字化を目指し

ております。

 ①Webコマース事業
  本年４月に、プロ向けストック

フォトコーナーをリニューアル
し新たに「DEX Creative」とし
て立ち上げましたが、これに続
い て、下 期 に お い て「DEX 
WEB」全体のリニューアルを計
画しております。サイト・シス
テム両面の全面改修を実施する
予定であり、さらなる検索性の
向上・ユーザビリティの強化を
図ります。 
また、ダウンロードコンテンツ
については、自社ブランドであ
るDEX IMAGEコンテンツを定期
的に開発・市場投入するととも
に、国内外でコマースサイトを
運営する企業とのクロスライセ
ンスについても、契約先の拡大
を図ってまいります。 
さらに、下期より、高品質・高
価格のコンテンツを取り扱うRM
（ライツ・マネージド）市場に
本格的に参入いたします。RM
は、これまでの販売形態である
RF（ロイヤリティ・フリー）と
は異なり、使用履歴が管理され
たコンテンツを顧客の注文に応
じて販売するもので、RFに続く
新たな事業の柱へと成長させる
計画であります。

 ②営業費用
  売上拡大のための各種施策に加

え、積極的なシステム化を通じ
た社内業務体制のさらなる効率
化を図り、費用の効率的な配分
に留意してまいります。

4．中間財務諸表は継続企業を前提
として作成されており、このよう
な重要な疑義の影響を中間財務諸
表には反映していない旨

  中間財務諸表は継続企業を前提
として作成されており、このよ
うな重要な疑義の影響を中間財
務諸表には反映しておりませ
ん。

以上により、売上高が計画を達
成できず営業損失を計上したこ
と に 加 え、中 国 の Tianjin 
Century  Communication 
Technology  Co.,  Ltd.および
Guangzhou  Yeahcom 
Communication  Technology 
Co., Ltd.の買収取止め等に要
した費用135百万円、および不
稼動となったWebシステム固定
資産の除却損76百万円などを特
別損失に計上したことなどによ
り、当期純損失を計上するに至
りました。
当社は、当該状況を解消すべく
経営の再構築を進めており、平
成19年事業年度における対応策
は以下のとおりです。

 ①Webコマース事業

当社は平成18年度に実施したコ

マースサイト・トップページの

デザインリニューアルおよび検

索機能の一部強化に加え、平成

19年度においては、４月を目処

としてコマースサイト全体のデ

ザインリニューアル、および検

索機能のさらなる充実を計画し

ており、これらにより会員数の

増大および一人あたり売上単価

の向上を図ってまいります。ま

た、新規ダウンロードコンテン

ツについても、自社ブランドで

あるDEX IMAGEコンテンツを定

期的に開発・市場投入するほ

か、国内外でコマースサイトを

運営する企業との提携を強化

し、当社コンテンツのライセン

ス提供・他社コンテンツのライ

センス購入のクロスライセン

ス・フローを通じて、効率的な

売上拡大を図ってまいります。

 ②プロダクト事業

平成18年３月に締結した㈱イー

フロンティアとの業務提携拡充

により、同社の持つ高い営業力

とブランド力を活用した販売展

開による販売量増加と安定収益

確保、および今後発生し得る在

庫リスクの低減を図るととも

に、平成19年度においては社内

における製造・流通・販売コス

トの大幅な削減を見込んでおり

ます。



次へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 ④資金計画

「重要な後発事象 １」に記載

のとおり、BBMFグループに付与

していた新株予約権については

取締役会において消却を決議い

たしました。このため、当初当

該新株予約権行使による資金を

充当することを予定して本年４

月に子会社化したLeleの株式取

得対価のうち、当中間会計期間

末現在未払となっている979百

万円については、株式会社産業

構造総合研究所に付与する新株

予 約 権 (「重 要 な 後 発 事 象

２」参照)の行使による資金を

充当する予定であり、また、同

じく当該新株予約権行使による

資金を充当することを予定して

取 得 し た Tianjin  Century 

Communication  Technology 

Co.,Ltd.(株式取得価額約15億

円)およびGuangzhou  Yeahcom 

Communication  Technology 

Co.,Ltd.(株式取得価額約20億

円)については、株式売買契約

の契約解消に向けて交渉中であ

り ま す (「重 要 な 後 発 事 象

３」参照)。

４ 中間財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間財務諸

表には反映していない旨

中間財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間財

務諸表には反映しておりませ

ん。

──────  ③営業費用

売上拡大のための各種施策に加

え、当社では、営業費用削減を

目的として、平成19年度第１四

半期においてアルバイト・派遣

社員を中心とした10名程度の人

員削減を実施する予定でありま

す。これにより、業務体制のさ

らなる効率化を図り、収益性を

向上させてまいります。 

これらの結果として、当社は、

平成19年事業年度での営業利益

および当期純利益の黒字化を目

指しております。

 ④資金計画

BBMFグループに付与していた新

株予約権については当社取締役

会決議に基づき、平成18年10月

２日に消却いたしました。平成

18年４月に子会社化したLeleの

株式取得対価については、当初

当該新株予約権行使による資金

を充当することを予定しており

ましたが、当連結会計年度にお

いて２度に亘って買収価格の引

き下げを行い、当事業年度末現

在未払となっている443百万円

については、ISGR１号投資事業

組合に付与した新株予約権の行

使による資金を充当する等によ

り支払う予定であります。

4．財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重

要な疑義の影響を財務諸表には反

映していない旨

財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような

重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映しておりません。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

   総平均法による原価

法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は総平均法

により算定)

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は総平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    総平均法による原

価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  製品・商品

   総平均法による原価

法

(2) たな卸資産

  製品・商品

同左

(2) たな卸資産

  製品・商品

同左

  仕掛品

   個別法による原価法

  仕掛品

同左

  仕掛品

同左

  貯蔵品

   最終仕入原価法

  貯蔵品

同左

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(建物附属設

備を除く)について

は、定額法

   なお、耐用年数及び

残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

  定率法

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(建物附属設

備を除く)について

は、定額法

   なお、耐用年数及び

残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。

   また、平成19年度の

法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１

日以降に取得した有

形固定資産について

は、改正法人税法に

規定する償却方法に

より減価償却費を計

上しております。

(1) 有形固定資産

  定率法

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(建物附属設

備を除く)について

は、定額法

   なお、耐用年数及び

残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

  商標権

   定額法(10年)

(2) 無形固定資産

  商標権

同左

(2) 無形固定資産

  商標権

同左

  ソフトウェア

   自社利用目的のソフ

トウェアについては

社内における見込利

用可能期間(５年)に

基づく定額法

  ソフトウェア

同左

  ソフトウェア

同左

  コンテンツ

   定額法(３年)

  コンテンツ

同左

  コンテンツ

同左



 
  

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(3) 長期前払費用

   定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

(4) 少額減価償却資産

   取得価額が10万円以

上20万円未満の資産

については３年間の

均等償却

(4) 少額減価償却資産

同左

(4) 少額減価償却資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務(期末自己都合退職

金要支給額の100％)の

見込額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、期末自己都

合退職金要支給額を退

職給付債務として計上

しております。

(3) 返品調整引当金

  製品の返品による損失

に備えるため、返品予

測高に対する売買利益

相当額を計上しており

ます。

(3) 返品調整引当金

同左

(3) 返品調整引当金

同左

(4)  ────── (4) 企業買収関連損失引当

金

  企業買収の取止め等に

よる損失に備えるた

め、将来負担すること

が見込まれる損失額を

計上しております。

(4) 企業買収関連損失引当

金

同左

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間会計期間末日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっておりま

す。また、中間貸借対照

表上は仮払消費税と仮受

消費税を相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含

めて表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理
税抜方式によっておりま
す。



会計処理の変更 

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

────── (固定資産の減価償却の方法)

有形固定資産 

平成19年３月31日以前に取得した

もの 

旧定率法 

平成19年４月１日以降に取得した

もの 

定率法 

 

（会計方針の変更） 

平成19年度の法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第

６号）および（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号））にともな

い、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法

人税法等に基づく方法に変更して

おります。 

なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

────── 
 

────── (ストック・オプション等に関する

会計基準)

 当中間会計期間から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年

12月27日）および「ストック・オ

プション等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針

第11号 平成18年５月31日）を適

用しております。 

なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

──────

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。

────── (固定資産の減損に係る会計基準)

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。 

なお、これによる損益に与える影

響はありません。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の分の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,596,446千円でありま

す。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,666,505千円でありま

す。

────── (繰延資産の会計処理に関する当面

の取り扱い)

 当中間会計期間から、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成

18年８月11日 実務対応報告第19

号）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

(繰延資産の会計処理に関する当面

の取り扱い)

 当事業年度から、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年

８月11日 実務対応報告第19号）

を適用しております。この結果、

従来の方法に比べて、経常損失お

よび税引前当期純損失が、それぞ

れ1,417千円減少しております。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

  

 
  

  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

────── (中間貸借対照表)

1.「長期前払費用」は、前中間会計期間末は、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間会計期間末において資産の総額の100分の

５を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間会計期間末の「長期前払費用」の金額は

175千円であります。

2．有形固定資産に属する資産について前中間会計期間

末はこれを一括して「有形固定資産」として表示して

おりましたが、当中間会計期間末において、「工具器

具備品」および「建設仮勘定」がそれぞれ資産の総額

の100分の5を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間会計期間末の「工具器具備品」は40,614

千円および「建設仮勘定」は－円であります。

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

────── (監査報酬の費用処理方法)

 当社の会社法監査および証券取引

法監査に係る監査報酬について

は、従来、一年分の報酬額を毎年

３月の有価証券報告書監査終了時

に一括して費用処理しておりまし

た。しかし、より実態に即した会

計処理を行うため、当中間会計期

間より、監査の進捗に応じて費用

処理することといたしました。 

この結果、従来の方法に比べ、経

常利益および税引前中間純利益が

それぞれ4,477千円減少しており

ます。

──────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末 
(平成18年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

123,811千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

110,573千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

89,288千円

※２   ────── ※２ 担保に供している資産は以下

のとおりであります。 

 現金及び預金 70,000千円 

上記の物件は、短期借入金

61,580千円の担保に供してお

ります。

※２ 担保に供している資産は以下

のとおりであります。 

 現金及び預金 35,000千円 

上記の物件は、短期借入金

82,104千円および長期借入金

20,528千円の担保に供してお

ります。

※３   ────── ※３   ────── ※３ 仮払金（391,332千円）は、

新規事業用固定資産の取得に

充当される予定の支出額であ

り、仮受金のうち273,124千

円は、当該新規事業に関連す

る取引先からのたな卸資産譲

渡にかかる入金額でありま

す。期末時点において、当該

新規事業の詳細が未確定であ

ることから未決算勘定として

表示しております。



前へ   次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

※１ 営業外収益の主要科目

受取利息 65千円

※１ 営業外収益の主要科目

有価証券売却益 4,526千円

受取利息 2,068千円

※１ 営業外収益の主要科目

有価証券売却益 1,708千円

受取利息 225千円

 

※２ 営業外費用の主要科目

為替差損 4,756千円

株式交付費償却 2,455千円

支払利息 744千円
 

※２ 営業外費用の主要科目

為替差損 14,658千円

株式交付費償却 2,360千円

支払利息 891千円

※２ 営業外費用の主要科目

為替差損 20,808千円

投資分配損 10,160千円

株式交付費償却 5,307千円

支払利息 1,549千円

※３ 研究開発費の総額

   販売費及び一般管理費に含ま

れる研究開発費

9,300千円

※３ 研究開発費の総額

   販売費及び一般管理費に含ま

れる研究開発費

7,068千円

※３ 研究開発費の総額

   販売費及び一般管理費に含ま

れる研究開発費

14,366千円

※４   ────── ※４   ────── ※４ 特別損失における企業買収関

連損失の主な内訳は以下のと

おりです。 

①契約に至らなかった海外 

 企業買収のための費用 

  13,070千円 

②Tianjin Century 

 Communication 

 Technology 

 Co., Ltd.  

 および Guangzhou  

 Yeahcom Communication  

 Technology Co., Ltd.の 

 株式取得および解約に伴 

 う損失 

  87,306千円 

③Tianjin Century  

 Communication  

 Technology 

 Co., Ltd.  

 および Guangzhou  

 Yeahcom Communication  

 Technology Co., Ltd.の 

 株式取得解約に伴う損失 

 引当金繰入額 

  34,891千円

※５   ────── ※５   ────── ※５ 特別損失における固定資産

除却損の主な内訳は以下の

とおりです。 

 ソフトウェア 59,394千円 

 工具器具備品  9,633千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 11,435千円

無形固定資産 41,336千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 21,601千円

無形固定資産 37,066千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 22,568千円

無形固定資産 80,286千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の減少1,210株は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

  

当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

  

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の減少1,210株は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

普通株式 (注) 3,048 － 1,210 1,838

合計 3,048 － 1,210 1,838

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式 1,838 － － 1,838

合計 1,838 － － 1,838

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式 (注) 3,048 － 1,210 1,838

合計 3,048 － 1,210 1,838



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品 合計

取得価額
相当額

(千円)
3,709 3,709

減価償却累
計額相当額

(千円)
247 247

中間期末
残高相当額

(千円)
3,462 3,462

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具備品 合計

取得価額
相当額

(千円)
3,709 3,709

減価償却累
計額相当額

(千円)
989 989

中間期末
残高相当額

(千円)
2,720 2,720

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具備品 合計

取得価額
相当額

(千円)
3,709 3,709

減価償却累
計額相当額

(千円)
618 618

期末残高
相当額

(千円)
3,091 3,091

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 717千円

１年超 2,755千円

合計 3,472千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 780千円

１年超 2,080千円

合計 2,860千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 780千円

１年超 2,470千円

合計 3,250千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 477千円

減価償却費相当額 442千円

支払利息相当額 27千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 390千円

減価償却費相当額 370千円

支払利息相当額 29千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 867千円

減価償却費相当額 813千円

支払利息相当額 60千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法は、利

息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年６月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年６月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成18年12月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

   



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 当社は、平成18年８月11日開催

の当社取締役会の決議に基づき、

BBMFグループとの間で締結してい

る資本業務提携契約を解消すると

ともに、平成18年９月15日開催の

当社取締役会において同グループ

に付与していた新株予約権の消却

を決議いたしました。

────── 当社は、平成19年１月25日の取締役
会において、子会社であるDEXイン
ベストメント株式会社に対して、同
社における匿名組合出資の資金とし
て以下の貸付を行うことを決議し、
実行いたしました。 
 ①貸付金額：200,000,000円 
 ②返済期日：平成19年12月28日 
 ③貸付利率：年利1.5％

 (1) 解消の理由
   当社とBBMFグループは、当社

が新たな事業の核として検討し

ているモバイルコンテンツ・ビ

ジネスを含めた当社新規事業へ

の円滑な参入を実現し、相互の

事業における相乗効果を追求す

るとともに、当社の経営基盤の

安定化・強化を図ることを目的

として、平成18年３月７日付で

資本業務提携契約を締結すると

ともに、BBMFグループへの第三

者割当および新株予約権付与を

実施いたしました。

   しかしながらその後、企業買

収の方向性、買収資金の調達方

針などの点で両者の考え方に隔

たりがあることが明らかとな

り、結果として現状のままでは

当社の株主価値の向上を図るこ

とが難しいとの結論に至り、今

般契約の解除条項の定めに基づ

き資本業務提携を解消すること

を決定いたしました。
 (2) 契約の相手会社の名称
   BBMF Corporation
 (3) 解消の時期
   平成18年８月11日
 (4) 契約の内容。

  ①当社のモバイル事業への新規

参入に際して必要となる技術

情報、ノウハウなどの提供。

  ②BBMFグループの保有するモバ

イルコンテンツの提供。

  ③当社による合併・買収対象

(BBMFグループを含む)の斡

旋・紹介。

  ④BBMFグループによる資金調達

の支援。

  ⑤その他モバイル事業への新規

参入や合併・買収に関する事

項。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

２ 当社は、平成18年９月20日開催
の取締役会において、以下のとお
り第三者割当による新株予約権の
発行を決議いたしました。

 (1) 新株予約権の発行理由

────── ──────

   当社は、前述のとおり、平成
18年８月11日付でBBMFグループ
との資本業務提携を解消いたし
ましたが、その後、同グループ
に代わる新たな戦略的パートナ
ーとして、株式会社産業構造総
合研究所との間で資本業務提携
契約を締結するともに、同社が
業務執行組合員を務める投資事
業組合を通じて新株予約権を付
与することといたしました。

   新株予約権行使により調達す
る資金につきましては、既に子
会社化した中国企業の株式取得
資金の支払に充てるほか、新た
なM&Aを含めた投資資金、シス
テム開発・商品開発等の設備資
金、および運転資金に充当する
予定であります。

 (2) 第三者割当による新株予約権
の発行(デザインエクスチェン
ジ㈱第４回新株予約権)の概要

  新株予約権の目的となる株式の
種類

   普通株式
  新株予約権の目的となる株式の

数
   36,000株(本新株予約権１個

の目的である株式の数(以下
「割当株式数」という。)は10
株とする。)

   ただし、下記第(1)号ないし
第(3)号により、割当株式数が
調整される場合には、本新株予
約権の目的である株式の総数は
調整後割当株式数に応じて調整
されるものとする。

 (1) 当社が別記「新株予約権の行
使時の払込金額」欄第４項の規
定に従って行使価額(同欄第２
項に定義する。)の調整を行う
場合には、割当株式数は次の算
式により調整されるものとす
る。ただし、調整の結果生じる
１株未満の端数は切り捨てるも
のとする。

調整後割当
株式数

＝

調整前割 
当株式数

×
調整前行
使価額

調整後行使価額

   上記算式における調整前行使
価額および調整後行使価額は、
別記「新株予約権の行使時の払
込金額」欄第４項に定める調整
前行使価額および調整後行使価
額とする。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (2) 調整後割当株式数の適用日
は、当該調整事由にかかる別記
「新株予約権の行使時の払込金
額」欄第４項第(2)号および第
(4)号による行使価額の調整に
関し、各号に定める調整後行使
価額を適用する日と同日とす
る。

────── ──────

 (3) 割当株式数の調整を行うとき
は、当社は、あらかじめ書面に
よりその旨およびその事由、調
整前割当株式数、調整後割当株
式数およびその適用の日その他
必要な事項を新株予約権原簿に
記載された各新株予約権者に通
知する。ただし、別記「新株予
約権の行使時の払込金額」欄第
４項第(2)号②ただし書に示さ
れる株式分割の場合、その他適
用の日の前日までに前記の通知
を行うことができないときは、
適用の日以降すみやかにこれを
行う。

 新株予約権の行使時の払込金額
 １ 本新株予約権１個の行使に際

して出資される財産の価額は、
行使価額(以下に定義する。)に
割当株式数を乗じた額とする。

 ２ 本新株予約権の行使により当
社が当社普通株式を新たに発行
しまたはこれに代えて当社の有
する当社普通株式を移転(以
下、当社普通株式の発行または
移転を「交付」という。)する
場合における株式１株当たりの
払込金額(以下「行使価額」と
いう。)は、当初57,600円とす
る。

 ３ 行使価額の修正
   本新株予約権の発行後、毎月

第１および第３金曜日(以下
「決定日」という。)の翌取引
日以降、行使価額は、決定日ま
で(当日を含む。)の３連続取引
日(ただし、終値のない日は除
き、決定日が取引日でない場合
には、決定日の直前の取引日ま
での３連続取引日とする。以下
「時価算定期間」という。)の
株式会社東京証券取引所におけ
る当社普通株式の普通取引の毎
日の終値(気配表示を含む。)の
平均値の90％に相当する金額
(100円未満は切り上げる。以下
「決定日価額」という。)に修
正される。第１回決定日は平成
18年10月６日とする。なお、時
価算定期間内に、本欄第４項第
(2)号または第(4)号で定める行
使価額の調整が生じた場合に
は、修正後の行使価額は、本新
株予約権の新株予約権要項に従
い当社が適当と判断する値に調
整される。ただし、かかる算出
の結果、決定日価額が34,600円
(以下「下限行使価額」とい
う。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

  ただし、本欄第４項第(1)号な
いし第(4)号による調整を受け
る。)を下回る場合には、修正
後の行使価額は下限行使価額と
し、決定日価額が92,200円(以
下「上限行使価額」という。た
だし、本欄第４項第(1)号ない
し第(4)号による調整を受け
る。)を上回る場合には、修正
後の行使価額は上限行使価額と
する。

────── ──────

 ４ 行使価額の修正
  (1) 当社は、本新株予約権の発

行後、本項第(2)号に掲げる
各事由により当社普通株式数
に変更を生じる場合または変
更を生ずる可能性がある場合
は、次に定める算式(以下
「行 使 価 額 調 整 式」と い
う。)をもって行使価額を調
整する。

既発
行株
式数

＋

新発
行・処
分株式
数

×

１株当
たりの
発行・
処分価
額

調整
後行
使価
額

＝

調整
前行
使価
額

×

時価

既発行株式数＋新発
行・処分株式数

  (2) 行使価額調整式により本新
株予約権の行使価額の調整を
行う場合およびその調整後の
行使価額の適用時期について
は、次に定めるところによ
る。

   ①本項第(3)号②に定める時
価を下回る発行価額または
処分価額をもって当社普通
株式を新たに発行または当
社の有する当社普通株式を
処分する場合(ただし、当
社普通株式に転換される証
券もしくは転換できる証券
または当社普通株式の交付
を請求できる新株予約権
(新株予約権付社債に付さ
れたものを含む。)の転換
または行使による場合を除
く。)。

    調整後の行使価額は、払込
期日の翌日以降、また、募
集のための株主割当日があ
る場合はその日の翌日以降
これを適用する。



 

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

   ②株式分割により普通株式を
発行する場合。

    調整後の行使価額は、株式
分割のための株主割当日の
翌日以降これを適用する。
ただし、配当可能利益から
資本に組み入れられること
を条件にその部分をもって
株式分割により普通株式を
発行する旨取締役会で決議
する場合で、当該配当可能
利益の資本組入れの決議を
する株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための
株主割当日とする場合に
は、調整後の行使価額は、
当該配当可能利益の資本組
入れの決議をした株主総会
の終結の日の翌日以降これ
を適用する。

────── ──────

    なお、上記ただし書の場合
において、株式分割のため
の株主割当日の翌日から当
該配当可能利益の資本組入
れの決議をした株主総会の
終結の日までに行使請求を
なした者に対しては、次の
算出方法により、当社普通
株式を交付するものとし、
株券の交付については別記
(注)１(2)の規定を準用す
る。

(

調整 
前行 
使価 
額

－

調整
後行
使価
額

)×

調整前行
使価額に
より当該
期間内に
交付され
た株式数

株式
数

＝ 調整後行使価額

    この場合に１株未満の端数
を生じたときにはこれを切
り捨て、現金による調整は
行わない。

   ③本項第(3)号②に定める時
価を下回る価額をもって当
社普通株式に転換される証
券もしくは転換できる証券
または当社普通株式の交付
を請求できる新株予約権も
しくは新株予約権付社債を
発行する場合。

    調整後の行使価額は、発行
される証券または新株予約
権もしくは新株予約権付社
債のすべてが当初の転換価
額で転換されまたは当初の
行使価額で行使されたもの
とみなして行使価額調整式
を準用して算出するものと
し、払込期日(新株予約権
が無償にて発行される場合
は発行日)の翌日以降これ
を適用する。ただし、その
証券の募集のための株主割
当日がある場合は、その翌
日以降これを適用する。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (3) ①行使価額調整式の計算の結
果生じる円位未満の端数は
切り捨てるものとする。

   ②行使価額調整式で使用する
時価は、調整後の行使価額
を適用する日(ただし、本
項第(2)号②ただし書の場
合は株主割当日)に先立つ
45取引日目に始まる30取引
日(終値のない日数を除
く。)の株式会社東京証券
取引所における当社普通株
式の普通取引の毎日の終値
(気配表示を含む。)の平均
値とする。この場合、平均
値の計算においては、100
円未満は切り上げる。

────── ──────

   ③行使価額調整式で使用する
既発行株式数は、株主割当
日がある場合はその日、ま
た、株主割当日がない場合
は、調整後の行使価額を適
用する日の１か月前の日に
おける当社の発行済普通株
式数から、当該日における
当社の有する当社普通株式
数を控除した数とする。ま
た、本項第(2)号②の場合
には、行使価額調整式で使
用する新発行・処分株式数
は、株主割当日における当
社の有する当社普通株式に
割り当てられる当社普通株
式数を含まないものとす
る。

  (4) 本項第(2)号の行使価額の
調整を必要とする場合以外に
も、次に掲げる場合には、当
社は、必要な行使価額の調整
を行う。

   ①株式の併合、資本の減少、
会社分割または合併等のた
めに行使価額の調整を必要
とするとき。

   ②その他当社普通株式数の変
更または変更の可能性が生
じる事由の発生により行使
価額の調整を必要とすると
き。

   ③行使価額を調整すべき事由
が２つ以上相接して発生
し、一方の事由に基づく調
整後の行使価額の算出にあ
たり使用すべき時価につ
き、他方の事由による影響
を考慮する必要があると
き。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

  (5) 本欄第３項または本項第
(1)号ないし第(4)号により行
使価額の修正または調整を行
うときは、当社は、あらかじ
め書面によりその旨およびそ
の事由、修正前または調整前
の行使価額、修正後または調
整後の行使価額およびその適
用の日その他必要な事項を新
株予約権原簿に記載された各
新株予約権者に通知する。た
だし、本項第(2)号②ただし
書に示される株式分割の場合
その他適用の日の前日までに
前記の通知を行うことができ
ないときは、適用の日以降す
みやかにこれを行う。

────── ──────

  新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価額
の総額

   2,077,200,000円
   別記「新株予約権の行使時の

払込金額」欄第３項により、
行使価額が修正された場合に
は、上記発行価額の総額は増
加または減少する。

  新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額

  １ 新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式１株
の発行価格

    本新株予約権の行使により
発行する当社普通株式１株の
発行価格は、57,700円とす
る。ただし、別記「新株予約
権の目的となる株式の数」欄
第(1)号ないし第(3)号および
別記「新株予約権の行使時の
払込金額」欄第３項または第
４項によって修正または調整
が行われることがある。

  ２ 新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式１株
の資本組入額本新株予約権の
行使により発行する当社普通
株式１株の資本組入額は、本
欄第１項記載の本新株予約権
の行使により当社普通株式を
発行する場合の当社普通株式
１株の発行価格に0.5を乗じ
た金額とし、計算の結果１円
未満の端数を生じる場合は、
その端数を切り上げるものと
する。ただし、別記「新株予
約権の目的となる株式の数」
欄第(1)号ないし第(3)号およ
び別記「新株予約権の行使時
の払込金額」欄第３項または
第４項によって修正または調
整が行われることがある。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

  新株予約権の行使期間
   平成18年10月６日から平成20

年10月５日までとする。ただ
し、行使期間の最終日が銀行
営業日でない場合にはその翌
銀行営業日を最終日とする。

  新株予約権の行使請求の受付場
所、取次場所及び払込取扱場所

────── ──────

   行使請求の受付場所
    デザインエクスチェンジ株

式会社
    管理本部総務部
   払込取扱場所
    株式会社三菱東京UFJ銀行
    飯田橋支店
  新株予約権の行使の条件

  １ 本新株予約権の行使は１新
株予約権単位(新株予約権１
個)で行うものとし、各新株
予約権の一部行使は認められ
ないものとする。

  ２ 権利者が１個または複数の
本新株予約権を行使した場合
に、当該行使により当該権利
者に対して発行される株式数
は整数(会社が単元株制度を
導入した場合には一単元の株
式数の整数倍)でなければな
らず、１株(会社が単元制度
を導入した場合は一単元の株
式数)未満の部分については
株式は割り当てられないもの
とする。

  ３ 権利者は、行使しようとす
る日の前日までに会社の指定
する行使請求書を会社に提出
した場合に限り、本新株予約
権を行使することが出来るも
のとする。

  新株予約権の消却事由及び消却
の条件

  １ 権利者が本新株予約権に関
して当社と締結した契約が解
除され又は終了した場合(当
社が解除事由に該当すること
により権利者が解除した場合
を除く。)には、会社は当該
本件新株予約権を新株予約権
１個あたりの発行価額をもっ
て消却することができる。

  ２ 権利者が本件新株予約権を
放棄した場合、当社は当該本
件新株予約権を無償で消却す
ることができる。

  新株予約権の譲渡に関する事項
   本新株予約権の譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要
するものとする。

 (注)１ 新株予約権の申込期間
      平成18年10月５日
   ２ 新株予約権の発行日
      平成18年10月５日



前へ   次へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

   ３ 新株予約権の発行価額の
総額

      3,600,000円
   ４ 新株予約権の行使の際の

払込金額の総額
      2,073,600,000円

────── ──────

      同金額は上記要項「新
株予約権の行使時の払
込金額」記載の新株予
約権行使に際しての１
株当たり払込金額に、
上記要項「新株予約権
の目的となる株式の
数」記載の本新株予約
権の目的である当社普
通 株 式 の 総 数 た る
36,000株を乗じた金額
である。なお、行使価
額が修正または調整さ
れた場合には、上記金
額は増加または減少す
る。また、新株予約権
の権利行使期間内に行
使が行われない場合お
よび当社が新株予約権
を消却した場合および
新株予約権者がその権
利を喪失した場合に
は、上記金額は減少す
る。

   ５ 新株予約権の行使により
発行する株式の発行価額
の総額

      2,077,200,000円
      同金額は本注3．記載

の本新株予約権の発行
総額と本注4．記載の
本新株予約権の行使の
際の払込金額の総額を
加えた金額である。な
お、行使価額が修正ま
たは調整された場合に
は、上記金額は増加ま
たは減少する。また、
新株予約権の権利行使
期間内に行使が行われ
ない場合および当社が
新株予約権を消却した
場合及び新株予約権者
がその権利を喪失した
場合には上記金額は減
少する。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

   ６ 新株予約権の発行価額お
よび行使の際の払込金額
の算定理由

────── ──────

      当社は所定の条件の下
にブラックショールズ
モデルを用いて本新株
予約権の理論価値(オ
プションバリュー)を
算出した。また本新株
予約権の発行決議に先
立つ当社普通株式の株
式価格、新株予約権の
発行要項等諸事情を勘
案し、総合的に検討し
た。これらを前提に、
上記理論価値のレンジ
の範囲内で、かつ新株
予約権の発行により企
図される目的が達成さ
れる限度として1,000
円を本新株予約権の１
個当りの発行価額とし
た。また、本新株予約
権の当初の行使価額
は、本新株予約権の発
行決議の前日である平
成18年９月19日の東京
証券取引所における当
社普通株式の普通取引
の終値(64,000円)に
0.9を掛けた57,600円
とした。

３ 当社は、平成18年６月12日開催
の臨時取締役会において、中国の
モバイルコンテンツ・プロバイダ
ーであるTianjin Century  
Communication Technology  
Co.,Ltd.の 持 株 会 社 で あ る
Century Star Field Limitedの全
株式を取得(取得価額約15億円)し
子会社することを決議し、また、
平成18年６月23日開催の臨時取締
役会において、中国のモバイルコ
ンテンツ・プロバイダーである
Guangzhou Yeahcom  
Communication Technology  
Co.,Ltd.の 持 株 会 社 で あ る
Linktech Technologies Ltd.の全
株式を取得(取得価額約20億円)し
子会社することを決議し、平成18
年７月３日付で当該２社の株式の
受渡を完了いたしました。

  しかし、平成18年８月11日に
BBMFグループとの資本業務提携契
約を解消した後、中国におけるモ
バイルコンテンツ事業の継続につ
いて、見直しも含めて検討を進め
た結果、当該２社の子会社化を取
り止める方針を固め、譲渡元と株
式売買契約の解消の交渉に入りま
した。



前へ 

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 (1) 子会社化取り止めの理由
   将来性および他事業とのシナ

ジー効果を再評価し、またBBMF
グループとの提携解消に伴う管
理面での当社負担の増加も勘案
して、当社グループ業績に対す
る寄与が見込めないとの結論に
達しました。

────── ──────

 (2) 今後の見通し
   ２社の買収取り止めについて

は、現在譲渡元との間で株式譲
渡契約の解消の交渉中でありま
す。現在のところ、契約解消に
当たって損害賠償請求等による
当社側の経済的損失は未確定で
あります。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 (第14期) (自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 平成19年３月29日 関東財務

局長に提出。 

  

(2）有価証券届出書及びその添付書類 

新株予約権発行に関する有価証券届出書であります。 

                        平成19年４月20日関東財務局長に提出。 

  

(3）臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要

株主の異動）の規定に基づき提出しております。 

                        平成19年６月８日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要

株主の異動）の規定に基づき提出しております。 

                        平成19年６月21日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
   

平成１８年９月２９日

デザインエクスチェンジ株式会社 

取締役会 御中 
 

   

   

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているデザインエクスチェンジ株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸

表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、デザインエクスチェンジ株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は業務提携の進捗遅延及びシステム開発遅延等によ

る売上計画の未達等により前連結会計年度に引き続き当中間連結会計期間においても営業損失及び中間純損

失となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を中間連結財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、 

①会社は平成１８年８月１１日BBMFグループとの資本業務提携契約を解消し、平成１８年９月１５日同グル

ープに付与していた新株予約権の消却を取締役会において決議した。 

②会社は平成１８年９月２０日開催の取締役会において第三者割当による新株予約権の発行を決議した。 

③会社は平成１８年７月３日にTianjin Century Communication Technology Co., Ltd及びGuangzhou 

Yeahcom Communication Technology Co., Ltd.の株式を100％取得したが、その後、当該２社に係る株式

売買契約を解消する交渉を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  梅  澤  厚  廣  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  村  雅  一  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
   

平成１９年９月２７日

デザインエクスチェンジ株式会社 

取締役会 御中 
 

   

   

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているデザインエクスチェンジ株式会社の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸

表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、デザインエクスチェンジ株式会社及び連結子会社の平成１９年６月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に関する記載のとおり、会社は前連結会計年度において２０３百万円の営業

損失、４５０百万円の当期純損失を計上し、当中間連結会計期間においては２１３百万円の営業利益、２０

５百万円の中間純利益を計上したが、収益体制を確実に定着させるため、今後の業績推移を見極めつつ経営

課題に対処する必要があるとして、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在するとしている。当該状況に

対する経営者の対応及び経営計画の内容は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

監査法人ウィングパートナーズ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  赤  坂  満  秋  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  吉  野  直  樹  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
   

平成１８年９月２９日

デザインエクスチェンジ株式会社 

取締役会 御中 
 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているデザインエクスチェンジ株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第１４

期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、す

なわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、デザインエクスチェンジ株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は業務提携の進捗遅延及びシステム開発遅延等によ

る売上計画の未達等により前事業年度に引き続き当中間会計期間においても営業損失及び中間純損失とな

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務

諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、 

①会社は平成１８年８月１１日BBMFグループとの資本業務提携契約を解消し、平成１８年９月１５日同グル

ープに付与していた新株予約権の消却を取締役会において決議した。 

②会社は平成１８年９月２０日開催の取締役会において第三者割当による新株予約権の発行を決議した。 

③会社は平成１８年７月３日にTianjin Century Communication Technology Co., Ltd及びGuangzhou 

Yeahcom Communication Technology Co., Ltd.の株式を100％取得したが、その後、当該２社に係る株式

売買契約を解消する交渉を行っている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  梅  澤  厚  廣  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  中  村  雅  一  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
   

平成１９年９月２７日

デザインエクスチェンジ株式会社 

取締役会 御中 
 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているデザインエクスチェンジ株式会社の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第１５

期事業年度の中間会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、す

なわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、デザインエクスチェンジ株式会社の平成１９年６月３０日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する中間会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に関する記載のとおり、会社は前事業年度において１８２百万円の営業損

失、４３７百万円の当期純損失を計上し、当中間会計期間においては２６３百万円の営業利益、２５４百万

円の中間純利益を計上したが、収益体制を確実に定着させるため、今後の業績推移を見極めつつ経営課題に

対処する必要があるとして、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在するとしている。当該状況に対する

経営者の対応及び経営計画の内容は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人ウィングパートナーズ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  赤  坂  満  秋  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  吉  野  直  樹  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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